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1. 沿革 
1999年 4月 日産火災海上保険株式会社の100％子会社として資本金50億円で 
 ディー・アイ・ワイ生命保険株式会社設立（本社：東京都中野区中野） 
1999年 5月 金融再生委員会の事業免許を取得 
 営業開始 
2001年 3月 資本金を80億円に増額 
2002年 7月 損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険株式会社に社名変更 
2007年11月 資本金を97.5億円に増額 
2008年 9月 資本金を101億円に増額 
2009年 3月 本社を東京都新宿区西新宿へ移転 
2014年 8月 第一生命保険株式会社の100％子会社となる 
2014年11月 ネオファースト生命保険株式会社に社名変更 
 本社を東京都品川区大崎へ移転 
2015年 6月 関西オフィスを大阪府大阪市北区に開設 
2015年 8月 資本金を251億円に増額 
2015年 8月 第一生命グループとなって初となる商品を発売 
2015年11月 西日本オフィスを福岡県福岡市博多区に開設 
2016年10月 第一生命グループの持株会社体制移行により第一生命ホールディングス株式会社の100％子会

社となる 
2017年 5月 資本金を275億円に増額 
2017年 8月 中部オフィスを愛知県名古屋市中区に開設 
2018年 6月 資本金を325億円に増額 
2020年 4月 資本金を425億円に増額 
2020年 9月 資本金を475億円に増額

Ⅰ.会社の概況及び組織
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2. 経営の組織（2023年7月1日現在） 

3. 店舗（2023年7月1日現在） 
本社  〒141-0032 

東京都品川区大崎2-11-1 大崎ウィズタワー 

営業第二部
　中部営業室

〒461-0008 
愛知県名古屋市東区武平町5-1 名古屋栄ビルディング 

営業第二部
　関西第一営業室
　関西第二営業室

〒530-0001 
大阪府大阪市北区梅田1-8-17 大阪第一生命ビル 

営業第二部
　西日本第一営業室
　西日本第二営業室

〒812-0039 
福岡県福岡市博多区冷泉町5-35 福岡 園第一生命ビルディング 
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4. 資本金の推移（2023年7月1日現在） 
年  月  日 増  資  額 増資後資本金 摘  要 
1999年 4月23日 5,000百万円 5,000百万円 会社設立 
2001年 3月 8日 3,000百万円 8,000百万円  

2007年11月20日 3,500百万円 9,750百万円 増資額のうち1,750百万円を資本準備金に組み入れ 

2008年 9月12日 700百万円 10,100百万円 増資額のうち350百万円を資本準備金に組
み入れ 

2015年 8月 5日 30,000百万円 25,100百万円 増資額のうち15,000百万円を資本準備金に組み入れ 

2017年 5月31日 4,999百万円 27,599百万円 増資額のうち2,499百万円を資本準備金に組み入れ 

2018年 6月29日 9,999百万円 32,599百万円 増資額のうち4,999百万円を資本準備金に組み入れ 

2020年 4月27日 20,000百万円 42,599百万円 増資額のうち10,000百万円を資本準備金に組み入れ 

2020年 9月11日 10,000百万円 47,599百万円 増資額のうち5,000百万円を資本準備金に組み入れ 

5. 株式の総数（2023年7月1日現在） 
発行する株式の総数 10,000千株 
発行済株式の総数 4,149千株 

 名1 数主株
 

6. 株式の状況（2023年7月1日現在） 
 (1) 発行済株式の種類等 

発行済 
株式 

種  類 発 行 数 内  容 

普通株式 4,149千株 ― 

 
 (2) 大株主 

株  主  名 
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 

持 株 数 持株比率 持 株 数 持株比率 
第一生命ホールディングス株式会社 4,149千株 100.0％ ―千株 ―％ 

 （注）当社の株主は上記1株主です。 
 

7. 主要株主の状況（2023年7月1日現在） 
名称 主たる営業所また

は事務所の所在地 資本金 事業の内容 設立年月日 株式等の総数等に占め
る所有株式等の割合 

第一生命ホールディングス 
株式会社 

東京都千代田区 
有楽町1-13-1 344,074百万円 グループ会社 の経営管理等 1902年9月15日 100.0％ 

 

  

23



8. 取締役・監査役・執行役員（2023年7月1日現在） 

9. 会計監査人の名称 
有限責任あずさ監査法人

役 職 名 氏  名 管 掌・担 当 業 務

代 表 取 締 役 
社  長 

とくおか  ゆうじ

徳岡 裕士 
【担当】内部監査部

【管掌】営業推進部、営業第一部、営業第二部
【担当】営業統括部

 男性 17名 女性 0名 （取締役・監査役・執行役員のうち女性の比率 0%) 

 
代 表 取 締 役 
副社長執行役員 

じょうやま じゅんいちろう 

城山 潤一郎

やまぐち　けん

（ 非 常 勤 ）
取   締   役 

山口　健

（ 非 常 勤 ）
取   締   役 にしむら　たいすけ

西村　泰介
うりゅう  むねひろ

瓜生　宗大常 勤 監 査 役

くにい  やすひろ 

国井 保博常 勤 監 査 役

いしかわ まさとし

石川 正敏監   査   役 

【管掌】企画総務部 専務執行役員 
やまなか まさお 

山中 雅夫 

いこま　たかひろ

生駒　隆広

くの　　たけし

久野　剛史 【担当】CX保障開発部、CXデザイン部

たぐち　 ひでき

田口　秀貴執  行  役  員 

はばら　としなお

羽原　利尚執  行  役  員 

あいば　 わたる

饗庭　 渉常務執行役員  

監   査   役 
つちや   ふみあき

土屋 文昭
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取   締   役 
常務執行役員 

取   締   役 
執 行 役 員

こうご　ゆうすけ

向後　祐亮 【担当】企画総務部、One Teamタスクフォースに関する事項

常務執行役員 【担当】主計部 

はらだ　 きみひさ

原田　貴巳久常務執行役員 【担当】コンプライアンス・リスク管理部

【担当】お客さまサービス部、ICT企画部、コミュニケーション推進部

【担当】営業推進部 

【担当】営業第二部 

まつもと　こうじ

松本　光司執  行  役  員 【担当】営業第一部 



10. 従業員の在籍・採用状況 

区 分 
在 籍 数 採 用 数 2022年度末 

内勤職員

（男 子）

（女 子）

営業職員 ― ― ― ― ― ― 

（男 子） ― ― ― ― ― ― 

（女 子） ― ― ― ― ― ― 

（注）従業員には使用人兼務取締役、休職者等を含んでいません。 

 

11. 平均給与（内勤職員） 
）円千：位単（  

区 分     

内勤職員
（注）平均給与月額は2023年３月中の税込定例給与月額であり、賞与、時間外手当は含んでおりません。 
 

12. 平均給与（営業職員） 
該当ありません。 

 

1. 主要な業務の内容 
 １. 生命保険業 
 ２. 他の保険会社（外国保険業者を含む。）その他金融業を行う者の業務の代理または事務の代行、債務の保証その他

の前号の業務に付随する業務 
 ３. 国債、地方債または政府保証債の売買､地方債または社債その他の債券の募集または管理の受託その他の保険業法

により行うことのできる業務および保険業法以外の法律により生命保険会社が行うことのできる業務 
 ４. その他前各号の業務に付帯または関連する事項 
 

2. 経営方針 
当社は、「一生涯のパートナー」をグループミッションとする第一生命グループの一員として、次のとおり経営基本
方針を掲げます。 
１．新たなお客さま満足の創造 
お客さまを取り巻く様々な環境やライフスタイルの変化に対応するだけでなく、それにともなうニーズを先取
りし、わかりやすさと利便性、迅速さと正確さを追求した新しい商品やサービスの提供に努め、今までにない
新たなお客さま満足を創造します。 

２．社会からの信頼と敬愛の確保 
高い倫理観と人を尊重する姿勢を持ち、あらゆる企業活動において社会適合性を重視し、社会から信頼され、
敬愛される会社となります。 

３．成長力のある企業価値の追求 
常に挑戦と変革を図るとともに、業務のローコストオペレーションと効率化に取り組み、成長に資する事業運
営に努めることで、企業価値を高めます。 

４．自律した個の尊重と組織力の最大化 
多様な人財の個性を尊重するとともに、一人ひとりが自律し、自ら考え、行動することを目指します。また、
会社全体がひとつになって、最大の価値の創出に努めます。これらの実践により従業員一人ひとりの満足度と

  。すまし指目を上向のいがき生

保険会社の主要な業務の内容Ⅱ.
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2021年度末 2022年度末 平均年齢 平均勤続年数 2021年度末 2022年度末 

326名

166

160

340名

181

159

55名

26

29

58名

35

23

42.2

42.9

41.5

4

3.9

4.1

2022年3月

556

2023年3月

567



 
 
 

1. 直近事業年度における事業の概況 

Ⅲ.直近事業年度における事業の概況

2. 契約者懇談会開催の概況 

2022年度は、契約者懇談会を開催しませんでした。 

3. 相談・苦情対応態勢、相談（照会、苦情）の件数、及び苦情からの改善

P.14をご覧ください。 

4. 契約者に対する情報提供の実態 
P.10をご覧ください。 

5. 商品に対する情報及びデメリット情報提供の方法 
P.10をご覧ください。 

6. 代理店教育・研修の概略 

7. 新規開発商品の状況 
P.9をご覧ください。 

8. 保険商品一覧 
P.8をご覧ください。 

9. 情報システムに関する状況 
P.73をご覧ください。 

10. 公共福祉活動、厚生事業団活動の概況 
P.16をご覧ください。 

 事例
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P.5をご覧ください。 

営業担当者による
継続的なサポート

・商品知識研修　　　　　　　　・販売手法研修
・コンプライアンス研修　　　　・販売事務、アフターサービス知識研修など

　当社では、営業パートナーである代理店の募集人がお客さまへ最適な提案ができるよう営業担当者が代理店を訪問
し、日常的な情報提供や研修にて代理店をサポートしています。また、必要に応じてリモートでの研修も積極的に実施し
ています。
　営業担当者による研修は、商品知識に限らずお客さまに提案する際の注意点やコンプライアンスに関する注意点など
も含んでおり、募集人がお客さまへ最適な提案ができるようフォローアップしています。



 
 
 
 
 （単位：百万円） 

Ⅳ.直近５事業年度における主要な業務の
　 状況を示す指標

 経 常 収 益 　　 181,210 144,544 159,808

 経常利益（△は経常損失） △8,506 △16,310 △14,136

 基 礎 利 益 △8,188 △15,843 △13,806 

 当期純利益（△は当期純損失） △8,521 △16,319 △14,147

 資本金の額及び発行済株式の総数 

 総 資 産 　　 157,428 244,399 352,842

 う ち 特 別 勘 定 資 産 ― ― ― ― ― 

 責 任 準 備 金 残 高 130,397 234,570 325,731

 貸 付 金 残 高 61 730　 1,313

 有 価 証 券 残 高　 15,244 35,833 62,872 

 ソルベンシー・マージン比率 3,134.3％ 623.1％ 

 従 業 員 数 254名 280名 

 保 有 契 約 高 903,029 1,209,041 

 個 人 保 険 902,941 1,208,856

 個 人 年 金 保 険

 団 体 保 険 ― ― ― ― ― 

 団 体 年 金 保 険 保 有 契 約 高 ― ― ― ― ―

（注）保有契約高とは、個人保険・個人年金保険の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始後契約の責
任準備金の金額です。

（注）ソルベンシー・マージン比率は、2020年度より我が国の金融機関宛て決済用預金について「信用リスク相当額」
におけるリスク対象資産としてのランク分類を「ランク２」より「ランク１」に変更しています。

 
 

●経常収益 
経常収益とは、主に保険料等収入や、利息・配当金、有価証券の売却益等の資産運用によって得られる収益です。
2022年度の経常収益は264,470百万円となりました。
●基礎利益 ●経常利益（損失） 

 

87 

基礎利益（2022年度△9,691百万円）とは、1年間の保険本業の収益力を示す指標の一つで、一般事業会社の営業
利益や、銀行の業務純益に近いものです。生命保険会社の場合、これに有価証券売却損益などの「キャピタル損
益」と「臨時損益」を加えたものが、経常利益（損失）（2022年度24,730百万円の経常利益）となります。ここ
でいう保険本業とは、お客さまより収納した保険料や運用収益から保険金・給付金等を支払ったり、将来の支払い
に備えるために責任準備金を積み立て、運用することなどをいいます。

3,688.8%

301名

1,449,849

1,449,616

232

264,470 

24,730

△9,691

24,724

361,306

1,956

100,589

4,329.0%

340名

1,783,639

1,783,174

464184

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

47,599 
4,149千株 

47,599 
4,149千株 

32,599 
3,399千株 

32,599 
3,399千株 

410,304

191,801

△8,094

△7,940

△6,868

392,857

1,797

82,304

1,111.8%

326名

1,630,116

1,629,767

349

47,599 
4,149千株 

415,192
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1. 貸借対照表 
 （単位：百万円） 

科   目 

2021年度末  
2022年 

3月31日現在 

2022年度末 
2023年 

3月31日現在 科   目 

金 額 金 額 金 額 金 額 

（資産の部） 
現 金 及 び 預 貯 金 
預 貯 金 

有 価 証 券 

社 債 
国 債 

株 式 
外 国 証 券 

貸 付 金 
保 険 約 款 貸 付 

有 形 固 定 資 産 
建 物 
その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
その他の無形固定資産 

再 保 険 貸 
そ の 他 資 産 
未 収 金 
前 払 費 用 
未 収 収 益 
預 託 金 
仮 払 金 
そ の 他 の 資 産 

金 銭 の 信 託

繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金 

（負債の部） 
保 険 契 約 準 備 金 
支 払 備 金 
責 任 準 備 金 
再 保 険 借 
そ の 他 負 債 
未 払 法 人 税 等 
未 払 金 
未 払 費 用 
預 り 金 
仮 受 金 
価 格 変 動 準 備 金 
負 債 の 部 合 計  

  

（純資産の部） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 合 計 
その他有価証券評価差額金 
評価・換算差額等合計 
純 資 産 の 部 合 計 

資 産 の 部 合 計 415,192 負債及び純資産の部合計 

Ⅴ.財産の状況

410,304 410,304

2021年度末  
2022年 

3月31日現在 

2022年度末 
2023年 

3月31日現在 

262,681
262,681

－
100,589
6,095
85,038
1,452
8,002
1,956
1,956
287
156
130

9,643
9,637

6
23,885
9,946
7,287
1,801
157
308
6

386
1,317
△2

269,244
269,244
19,997
82,304

－
68,125
1,460
12,718
1,797
1,797
337
169
167

6,306
6,301

5
23,359
10,537
7,511
2,293
123
275
3

329
1,309
△2

366,378
5,072

361,306
405
6,651

8
2,400
4,201

1
40
12

373,448

47,599
39,599
39,599

△50,225
△50,225
△50,225
36,973
△117
△117
36,855

415,192

396,143
3,285

392,857
462
6,437

8
1,520
4,801

1
106
10

403,053

47,599
39,599
39,599

△74,949
△74,949
△74,949
12,248
△109
△109
12,139
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（貸借対照表の注記） 

３

４

５

６

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、当社の定める「資産査定規程」、「同基準書」、「償
却及び引当金計上規程」および「同基準書」に基づ
き、次のとおり計上しております。
個別債権ごとに査定し、回収可能性に重大な懸念が
あると判断した債権または重大な価値の毀損が生じ
ていると判断した債権については必要と認められる
額を引当てております。

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づ
き算出した額を計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。ただし、事業費等の費用は税込方
式によっております。なお、資産に係る控除対象外
消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等につい
ては、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延
消費税等以外のものについては、当事業年度に費用
処理しております。

責任準備金は、期末時点において、保険契約上の責
任が開始している契約について、保険契約に基づく
将来の債務の履行に備えるため、保険業法第116条
の規定に基づき算出方法書（保険業法第４条第２項
第４号）に記載された方法に従って計算し、積み立
てております。
責任準備金のうち保険料積立金については、次の方
式により計算しております。
①　標準責任準備金の対象契約については、金融

庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第
48号）

②　標準責任準備金の対象とならない契約につい
ては、平準純保険料式

１

２  固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 
① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

定率法（ただし、建物については定額法）によっ
ております。 

② リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと
した定額法によっております。 

③ 無形固定資産（リース資産を除く。） 
定額法によっております。なお、ソフトウェアの
減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額
法によっております。 

３

４

５

６

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、当社の定める「資産査定規程」、「同基準書」、「償
却及び引当金計上規程」および「同基準書」に基づ
き、次のとおり計上しております。
個別債権ごとに査定し、回収可能性に重大な懸念が
あると判断した債権または重大な価値の毀損が生じ
ていると判断した債権については必要と認められる
額を引当てております。

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づ
き算出した額を計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。ただし、事業費等の費用は税込方
式によっております。なお、資産に係る控除対象外
消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等につい
ては、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延
消費税等以外のものについては、当事業年度に費用
処理しております。

責任準備金は、期末時点において、保険契約上の責
任が開始している契約について、保険契約に基づく
将来の債務の履行に備えるため、保険業法第116条
の規定に基づき算出方法書（保険業法第４条第２項
第４号）に記載された方法に従って計算し、積み立
てております。
責任準備金のうち保険料積立金については、次の方
式により計算しております。
①　標準責任準備金の対象契約については、金融

庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第
48号）

②　標準責任準備金の対象とならない契約につい
ては、平準純保険料式

２  固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。

１

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 
定率法（ただし、建物については定額法）によっ
ております。 

② リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと
した定額法によっております。 

③ 無形固定資産（リース資産を除く。） 
定額法によっております。なお、ソフトウェアの
減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額
法によっております。 

2022年度 2021年度 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については
移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価
証券のうち市場価格のない株式等以外のものにつ
いては３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却
原価の算定は移動平均法）によっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。

有価証券（金銭の信託において信託財産として運用
している有価証券を含む。）の評価は、売買目的有価
証券については時価法（売却原価の算定は移動平均
法）、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち市
場価格のない株式等以外のものについては３月末
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は
移動平均法）によっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。
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2022年度 

 

7

8

なお、責任準備金のうち危険準備金については、保
険業法施行規則第69条第１項第３号に基づき、保
険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、
将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告
を受けていないが保険契約に規定する支払事由が既
に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）
については、新型コロナウイルス感染症と診断さ
れ、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養
をされた場合（以下「みなし入院」という。）の入
院給付金等の支払対象を当事業年度中に変更したこ
とにより、平成10年大蔵省告示第234号（以下
「IBNR告示」という。）第１条第１項本則に基づ
く計算では適切な水準の額を算出することができな
いことから、IBNR告示第１条第１項ただし書（以
下「ただし書」という。）の規定に基づき、以下の
方法により算出した額を計上しております。

（計算方法の概要）
IBNR告示第１条１項本則に掲げる全ての事業年度
の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の
支払額から、重症化リスクの高い方（以下「４類
型」）以外のみなし入院に係る額を除外した上で、
IBNR告示第１条１項本則と同様の方法により算出
しております。
また、診断日が2022年９月25日以前の４類型以外
のみなし入院に係る額を推計するために用いた４類
型のみなし入院に係る額は、2022年９月26日以降
の全国新規感染者数のうち当社の４類型に係るみな
し入院の件数が占める割合を2022年９月25日以前
の全国新規感染者数のうち当社が支払ったみなし入
院の件数が占める割合で除して得られた率を、診断
日が2022年９月25日以前の方に支払ったみなし入
院に係る額に乗じて推計しております。

金融商品等に関する事項は、次のとおりであります。
（１）金融商品の状況に関する事項
　　　　当社は、適正な収益管理とリスク管理を実施

し、資産運用における事業の健全性維持とい
う観点から、リスク管理の強化に努め、投資
環境と運用の多様化に即応した効率的な運用
を目指すことを基本方針としております。
この方針に基づき、安全性・換金性（流動
性）に留意し、運用しております。なお、主な
金融商品として、有価証券は市場リスクおよび
信用リスクに晒されております。市場リスク
管理については、代表的な計測手法である
バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）手法を
用いて市場リスク量を計測し、管理を行って
おります。また、信用リスクについては、個別
の投資先について定期的に信用状況を調査し、
管理を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

2021年度 

 

30

7

8

9

なお、責任準備金のうち危険準備金については、保
険業法施行規則第69条第１項第３号に基づき、保
険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、
将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29
号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 
2021年３月26日）を当事業年度の期首から適用
し、消費税及び地方消費税の会計処理を税込方式か
ら税抜方式へ変更しております。ただし、事業費等
の費用は税込方式から変更しておりません。なお、
当事業年度の期首の純資産に対する累積的影響額は
ありません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 
30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価
算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第
44－２項に定める経過的な取扱いに従い、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわ
たって適用することとしております。なお、財務
諸表に与える影響はありません。また、９において、金
融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等
の注記を行っております。

金融商品等に関する事項は、次のとおりであります。
（１）金融商品の状況に関する事項
　　　　当社は、適正な収益管理とリスク管理を実施

し、資産運用における事業の健全性維持とい
う観点から、リスク管理の強化に努め、投資
環境と運用の多様化に即応した効率的な運用
を目指すことを基本方針としております。こ
の方針に基づき、安全性・換金性（流動性）
に留意し、運用しております。なお、主な金
融商品として、有価証券は市場リスクおよび
信用リスクに晒されております。市場リスク
管理については、代表的な計測手法であるバ
リュー・アット・リスク（ＶａＲ）手法を用
いて市場リスク量を計測し、管理を行ってお
ります。また、信用リスクについては、個別
の投資先について定期的に信用状況を調査
し、管理を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

(※)預貯金は、満期のないものであり、時価は帳簿
価額と近似していることから、注記を省略して
おります。

 

 貸借対照表計
上額（百万円） 

時価 差額 

19,997

80,745
1,558
1,797

①金銭の信託
②有価証券
　a満期保有目的の債券
　bその他有価証券
③貸付金

104,099

19,997

79,776
1,558
1,797

103,130

―

△969
―
―

△969資産計

（百万円） （百万円）



2022年度 2021年度 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す
る事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたイン
プットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係
るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価に係るイン
プットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価

　　　レベル３の時価：重要な観察できない時価の
算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプット
を複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価
の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

　　　① 時価で貸借対照表に計上している金融商品
時価（百万円）

区分
レベル１ レベル2 レベル3 合計

 

1,452
―

有価証券
 その他有価証券
 株式
 外国公社債

1,452資産計

―
95

95

―
―

―

1,452
95

1,548
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す
る事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたイン
プットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係
るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価に係るイン
プットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価

　　　レベル３の時価：重要な観察できない時価の
算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプット
を複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価
の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

　　　① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

　　　② 時価で貸借対照表に計上している金融商品
　 以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定
　に係るインプットの説明

　　ア．金銭の信託
　　　　金銭の信託は、取引金融機関から入手した

価格を用いて評価しており、主に信託財産
の構成物のレベルに基づき、レベル２の時
価に分類しております。

　　イ．有価証券
　　　　有価証券は、活発な市場における無調整の

相場価格を利用できるものはレベル１の時
価に分類しており、主に株式がこれに含ま
れております。公表された相場価格を用い
ていたとしても市場が活発でない場合には
レベル２の時価に分類しております。

時価（百万円）
区分

レベル１ レベル2 レベル3 合計
 

―

1,460
―

金銭の信託
有価証券
 その他有価証券
 株式
 外国公社債

1,460資産計

19,997

―
98

20,096

―

―
―

―

19,997

1,460
98

21,556

時価（百万円）
区分

レベル１ レベル2 レベル3 合計
 

―
―
―

有価証券
満期保有目的の債券
 社債
 外国公社債
貸付金

―資産計

67,170
12,605

―

79,776

―
―

1,797

1,797

67,170
12,605
1,797

81,573

(※)預貯金は、満期のないものであり、時価は帳簿
価額と近似していることから、注記を省略して
おります。

 
貸借対照表計
上額（百万円） 

時価 差額 

99,041
1,548
1,956

①有価証券
　a満期保有目的の債券
　bその他有価証券
②貸付金

102,545

95,817
1,548
1,956

99,322

△3,223
―
―

△3,223資産計

（百万円） （百万円）

　　　② 時価で貸借対照表に計上している金融商品
　 以外の金融商品

時価（百万円）
区分

レベル１ レベル2 レベル3 合計
 

6,179
―
―
―

有価証券
満期保有目的の債券
 国債
 社債
 外国公社債
貸付金

6,179資産計

―
81,764
7,873
―

89,638

―
―
―

1,956

1,956

6,179
81,764
7,873
1,956

97,774



（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定
　に係るインプットの説明

　　ア．有価証券
　　　　有価証券は、活発な市場における無調整の

相場価格を利用できるものはレベル１の時
価に分類しており、主に株式や国債がこれに
含まれております。公表された相場価格を
用いていたとしても市場が活発でない場合に
はレベル２の時価に分類しております。

　　イ．貸付金
　　　　貸付金は、貸付を担保資産の範囲内に限る

等の特性により返済期限を設けておらず、
返済見込期間及び金利条件等から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定される
ため、帳簿価額を時価としており、レベル
３の時価に分類しております。

債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩
和債権は、該当ありません。

有形固定資産の減価償却累計額は331百万円であり
ます。

関係会社に対する金銭債権の総額は１百万円、金銭
債務の総額は３百万円であります。

繰延税金資産の総額は、12,431百万円、繰延税金
負債の総額は、５百万円であります。繰延税金資産
のうち評価性引当額として控除した額は、11,108
百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因は、保険契約準備金
909百万円、減価償却超過額200百万円、繰越欠損
金10,955百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額
のうち、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額は
10,955百万円、将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当金額は153百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、未収株式配当金
４百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額
の主な変動の理由は、当期純利益の計上により繰越
欠損金が減少したことによるものであります。

税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期
限別の金額は次のとおりであります。

2022年度 2021年度 

9

10

11

12

32

）円万百：位単（  

 １年以内 １年超 
５年以内 ５年超 合計 

税務上の繰越
欠損金（※１） －        4,225     13,665      17,890

評価性引当額 －     △4,225  △13,665   △17,890

繰延税金資産 － － － － 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた
額であります。 

当年度の法人税等の負担率は15.54％であり、法定
実効税率28.00％との差異の主な内訳は、評価性引
当額△12.30％であります。 

 

 

　　ウ．貸付金
　　　　貸付金は、貸付を担保資産の範囲内に限る

等の特性により返済期限を設けておらず、
返済見込期間及び金利条件等から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定される
ため、帳簿価額を時価としており、レベル
３の時価に分類しております。

債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩
和債権は、該当ありません。

有形固定資産の減価償却累計額は275百万円であり
ます。

関係会社に対する金銭債権の総額は２百万円であり
ます。

繰延税金資産の総額は、19,352百万円、繰延税金
負債の総額は、４百万円であります。繰延税金資産
のうち評価性引当額として控除した額は、18,038
百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因は、保険契約準備金
953百万円、減価償却超過額235百万円、繰越欠損
金17,890百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額
のうち、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額は
17,890百万円、将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当金額は147百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、未収株式配当金
４百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額
の主な変動の理由は、繰延税金資産の回収可能性の
判断をグループ通算制度の適用を前提としたものに
変更したためであります。

税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期
限別の金額は次のとおりであります。

当社は、翌事業年度から第一生命ホールディングス
株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を適
用することとなったため、当事業年度の期末から
「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び
開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会　実務
対応報告第42号2021年８月12日）に基づき、グ
ループ通算制度の適用を前提とした法人税及び地方
法人税に係る税効果会計に関する会計処理及び開示
を行っております。

10

11

12

13

）円万百：位単（  

 １年以内 １年超 
５年以内 ５年超 合計 

税務上の繰越
欠損金（※１） 

評価性引当額 

繰延税金資産 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた
額であります。 

 

－

－

10,955

△10,955

10,955

△10,955

－

－

－ － －－



 

当年度の法人税等の負担率は0.01％であり、法定
実効税率28.00％との差異の主な内訳は、評価性引
当額△28.03％であります。

当社は、当事業年度から第一生命ホールディングス
株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を
適用しております。なお、法人税及び地方法人税並
びに税効果会計の会計処理及び開示については、
「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び
開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021
年８月12日）に従っております。

保険業法施行規則第71条第１項に規定する再保険
に付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責
任準備金」という。）の金額は33,910百万円であ
ります。

１株当たりの純資産額は、8,881円07銭であります。

平成８年大蔵省告示第50号第１条第5項に規定する
再保険契約に係る未償却出再手数料の当事業年度末
残高は27,041百万円であります。

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

13

2022年度 2021年度 

14

15

16
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14 １株当たりの純資産額は、2,925円13銭であります。 

15

16 保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保

17 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

平成８年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する
再保険契約に係る未償却出再手数料の当事業年度末
残高は14,547百万円であります。

護機構に対する当事業年度末における当社の今後の
負担見積額は584百万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処
理しております。



2. 損益計算書 
 （単位：百万円） 

科    目 

2022年度 
2022年4月 1日から 
2023年3月31日まで 

金 額 
経 常 収 益 
保 険 料 等 収 入 
保 険 料 
再 保 険 収 入 
資 産 運 用 収 益 
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 
有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 
貸 付 金 利 息 
有 価 証 券 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他 経 常 収 益 

そ の 他 の 経 常 収 益 
責 任 準 備 金 戻 入 額

経 常 費 用 
保 険 金 等 支 払 金 
保 険 金 
年 金 
給 付 金 
解 約 返 戻 金 
そ の 他 返 戻 金 
再 保 険 料 
責 任 準 備 金 等 繰 入 額 
支 払 備 金 繰 入 額 
責 任 準 備 金 繰 入 額 
資 産 運 用 費 用 
支 払 利 息 
金 銭 の 信 託 運 用 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
そ の 他 運 用 費 用 
事 業 費 
そ の 他 経 常 費 用 
税 金 
減 価 償 却 費 
そ の 他 の 経 常 費 用 

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ） 24,730
特 別 損 失 
固 定 資 産 等 処 分 損 
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 

2
0
2

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） 
法 人 税 及 び 住 民 税 
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計 
当 期 純 利 益 （ △ は 当 期 純 損 失 ） 

金 額 
264,470
232,333
131,280
101,052
540
540
488
51
－
－

31,595
31,550

45

239,739
201,707
2,812
364

17,027
75,033
 8,393
98,075
1,786
1,786
－

  　12
 　　4

8
0
－

33,359
2,874
  　510
  1,852
510

191,801
191,371
141,765
49,606
412
398
356
41
9
5
17
－
17

2021年度 
2021年4月 1日から 
2022年3月31日まで 

34

24,728
8
△4
3

24,724

△8,094
37
34
3

199,896
95,453
2,061
303
7,414
30,713
4,184
50,776
68,455
1,329
67,126

4
2
2
－
0

34,313
1,669
536
1,132

0

△8,132
8

△1,271
△1,263
△6,868



（損益計算書の注記） 

 

２

３

4

5

6

7

8

9

2021年度 
保険料等収入および保険金等支払金の計上基準は、次のとおりであります。
（１）保険料

保険料は、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納した金額により計上し
ております。
なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部分については、保
険業法施行規則第69条第１項第２号に基づき、責任準備金に繰り入れております。

（２）再保険収入
再保険収入は、再保険協約書に基づき元受保険契約に係る保険金等として支払った金額のうち再保険に付
した額を、当該保険金等の支払時点において再保険収入に計上しております。
また修正共同保険式再保険のうち一部の現金授受を行わない取引では、再保険協約書に基づき元受保険契
約に係る新契約費相当額の一部として受け取る額を再保険収入に計上するとともに、同額を未償却出再手
数料として再保険貸に計上し、再保険契約期間にわたって償却しております。

（３）保険金等支払金（再保険料を除く）
保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定さ
れた金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。
なお、保険業法第117条に基づき、期末時点において支払義務が発生しているが支払いが行われていな
い、または支払事由の報告を受けていないが支払事由が既に発生したと認められる保険金等について、支
払備金を繰り入れております。

（４）再保険料
再保険料は、再保険協約書に基づき合意された再保険料を元受保険契約に係る保険料の収納時点におい
て、再保険料に計上しております。

関係会社との取引による、費用の総額は67百万円であります。

有価証券売却益の内訳は、株式９百万円であります。

利息及び配当金等収入は、有価証券利息・配当金356百万円、貸付金利息41百万円であります。

金銭の信託運用損には、評価損が15百万円含まれております。

１株当たりの当期純損失の金額は1,655円12銭であります。

再保険収入には、平成８年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の増加
額15,119百万円を含んでおります。

再保険料には、平成８年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額
2,785百万円を含んでおります。

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

１

35



保険料等収入および保険金等支払金の計上基準は、次のとおりであります。
（１）保険料

保険料は、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納した金額により計上し
ております。
なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部分については、保
険業法施行規則第69条第１項第２号に基づき、責任準備金に繰り入れております。

（２）再保険収入
再保険収入は、再保険協約書に基づき元受保険契約に係る保険金等として支払った金額のうち再保険に付
した額を、当該保険金等の支払時点において再保険収入に計上しております。
また修正共同保険式再保険のうち一部の現金授受を行わない取引では、再保険協約書に基づき元受保険契
約に係る新契約費相当額の一部として受け取る額を再保険収入に計上するとともに、同額を未償却出再手
数料として再保険貸に計上し、再保険契約期間にわたって償却しております。

（３）保険金等支払金（再保険料を除く）
保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定さ
れた金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。
なお、保険業法第117条に基づき、期末時点において支払義務が発生しているが支払いが行われていな
い、または支払事由の報告を受けていないが支払事由が既に発生したと認められる保険金等について、支
払備金を繰り入れております。

（４）再保険料
再保険料は、再保険協約書に基づき合意された再保険料を元受保険契約に係る保険料の収納時点におい
て、再保険料に計上しております。
なお、再保険に付した部分に相当する一部の責任準備金につきましては、保険業法施行規則第71条第１項
に基づき不積立てとしております。

関係会社との取引による、費用の総額は82百万円であります。

責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は33,910百万円であります。

利息及び配当金等収入は、有価証券利息・配当金488百万円、貸付金利息51百万円であります。

１株当たりの当期純利益の金額は5,957円86銭であります。

再保険収入には、平成８年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の増加
額19,621百万円を含んでおります。

再保険料には、平成８年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額
7,127百万円を含んでおります。

関連当事者との取引に関する事項は以下のとおりであります。

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

 

２

３

4

5

6

7

8

9

2022年度 
１

36

Dai-ichi Life
Reinsurance
Bermuda Ltd.

ー 再保険取引先親会社の
子会社

再保険収入

再保険料

責任準備金戻入

661

37

33,910

再保険貸

再保険借

　　 ―

625

1

―
（注）上記取引については、市場金利又は市場価格を基に取引条件を決定しております。

会社等の名称属性 議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

（単位：百万円）



3. キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円） 

科     目 

2022年度 
2022年４月１日から 
2023年3月31日まで 

金 額 金 額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前当期純利益（△は損失） 
減価償却費 
支払備金の増減額（△は減少） 
責任準備金の増減額（△は減少） 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 
価格変動準備金の増減額（△は減少） 
利息及び配当金等収入 
有価証券関係損益（△は益）
支払利息 
有形固定資産関係損益（△は益） 
再保険貸の増減額（△は増加） 
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）
の増減額（△は増加） 
再保険借の増減額（△は減少） 
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）
の増減額（△は減少） 

小  計 
利息及び配当金等の受領額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有価証券の取得による支出 

貸付けによる支出 

金銭の信託の増加による支出

有価証券の売却・償還による収入

貸付金の回収による収入 
         資 産 運 用 活 動 計 

      （営業活動及び資産運用活動計） 
有形固定資産の取得による支出 
無形固定資産の取得による支出 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 
現金及び現金同等物期首残高 
現金及び現金同等物期末残高 

24,728
1,852
1,786

△31,550
0
2

△540
8
4
0

△525
1,842

△56
510

△1,938
536
△4
△8

△1,414

 

19,989
△25,142
6,800
△1,977
616
285

（△1,129）
12

△5,446
△5,148

△6,563

269,244

262,681

37

2021年度 
2021年４月１日から 
2022年3月31日まで 

－ 

△8,132
1,132
1,329
67,126
△5
3

△398
△7
2
34

2,636
△771

62
1,107

64,119
411
△2
△8

64,520

△20,000
△20,668

807
△1,540
494

△40,906
 （23,614）
△171
△3,153

△44,231

20,289

248,955

269,244

－ － 



（キャッシュ・フロー計算書の注記） 
 度年2202

１ キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現金同等物」の
範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっております。 

 
２ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は、次のとおりであります。 
現金及び預貯金 262,681（百万円） 
現金及び現金同等物 262,681（百万円） 

 
３ 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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 度年2102
１ キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現金同等物」の

範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっております。 

 
２ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は、次のとおりであります。 
現金及び預貯金 269,244（百万円） 
現金及び現金同等物 269,244（百万円） 

 
３ 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



4. 株主資本等変動計算書 
2021年度  

（単位：百万円） 
 株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 株主資本 

合 計 資本準備金 その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

当期首残高 47,599 39,599 19,117

ー ー

当期変動額     
 当期純損失   6,868 6,868

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）     

当期変動額合計 △6,868 △6,868
当期末残高 47,599 39,599 △74,949 12,248
 
 評価・換算差額等 純資産 

合 計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

当期首残高 

当期変動額 
  当期純損失   

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） 

当期変動額合計 
当期末残高 

 

39

△68,081

△280

170

△280
△109

△280

170

△280
△109

19,287

6,868

△280

△7,148
12,139

2022年度  
（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 株主資本 

合 計 資本準備金 その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

当期首残高 47,599 39,599 12,248

ー ー

当期変動額     
 当期純利益   24,724 24,724

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）     

当期変動額合計 24,724 24,724
当期末残高 47,599 39,599 △50,225 36,973
 
 評価・換算差額等 純資産 

合 計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

当期首残高 

当期変動額 
  当期純利益   

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） 

当期変動額合計 
当期末残高 

 

△74,949

△7

△109

△7
△117

12,139

24,724

△7

24,716
36,855

△7

△109

△7
△117



（株主資本等変動計算書の注記） 

5. 保険業法に基づく債権の状況 

区    分 2021年度末 2022年度末 

 ― ― 権債るず準にられこび及権債生更産破 

 ― ― 権債険危 

 

――三月以上延滞債権

――貸付条件緩和債権

小計 
（対合計比） 

― 
（   ―％）

― 
（   ―％）

  権債常正

  計合

（注）1．

　　　2．

　　　3．

　　　4．

　
　　　5．

6. 元本補塡契約のある信託に係る貸出金の状況 
該当ありません。 

（単位：百万円、％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。(注１に掲げる債権を
除く。)
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金で
す。（注１及び２に掲げる債権を除く。）
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（注１
から３に掲げる債権を除く。）
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から４までに掲げ
る債権以外のものに区分される債権です。

40

1 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 
該当ありません。 

2 配当金支払額 
該当ありません。 

 

3 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

1,977

1,977

1,813

1,813

2021年度 

 

2022年度 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 
 （単位：千株） 

 当期首 
株式数 

当期増加
株式数 

当期減少
株式数 

当期末 
株式数 

普通株式

発行済株式
 

 
4,149 

  
― ― 

 
4,149

２ 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 
該当ありません。 

３ 配当金支払額 
該当ありません。 

 

４ 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



7. 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 
 （単位：百万円） 

項  目 2022年度末 

ソルベンシー・マージン総額 （　） 

 資本金等 

 価格変動準備金 

 危険準備金 

 一般貸倒引当金 

 （その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％） △ 158

 土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 

 負債性資本調達手段等 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 

 控除項目 ― 

 その他 ― 

リスクの合計額 + + + + +22
1 8 2 3 7 4R R R R R R( ) ( )  （　） 2,280

 保険リスク相当額 Ｒ1 

 第三分野保険の保険リスク相当額 8 

 予定利率リスク相当額 2 

 最低保証リスク相当額 7 

 資産運用リスク相当額 3 

 経営管理リスク相当額 4 

ソルベンシー・マージン比率 
     （　） 
   （１／２）×（　） 

4,329.0%
×100  

△ 23,779

49,368

36,973

12

1,376

―

―

34,942

―

608

757

8

―

1,701

92

41

2021年度末 

△ 147

― 

― 

2,528

1,111.8%

△ 53,066

14,057

12,248

10

1,945

―

―

53,066

―

595

1,329

8

―

1,468

102

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｂ

Ａ

Ａ
Ｂ

（注）上記は、保険業法施行規則第86条、第87条および平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。 



（注）本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

（単位：百万円） 

区  分 

2021年度末 2022年度末 

帳簿価額 時 価 帳簿価額 時 価 
  

 満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券

そ の 他 有 価 証 券 

 

公  社  債

株  式 

外  国  証  券

 
公  社  債

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ  の  他

計

 公 社 債

 株 式

 外 国 証 券

  公  社  債

 そ の 他 の 証 券

 買 入 金 銭 債 権

 譲 渡 性 預 金

 そ の 他

（単位：百万円）

売買目的有価証券

（注）本表には、金銭の信託等の売買目的有価証券を含んでいます。

区  分 

8. 有価証券等の時価情報（会社計） 
 (1) 有価証券の時価情報 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評価損益

2020年度末

― ―

2022年度末

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評価損益

（売買目的有価証券以外）
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2021年度末

19,997 △2

80,745

―

―

1,706

―

1,606

100

100

―

―

―

―

―

82,451

68,125

1,606

12,720

12,720

―

―

―

―

―

79,776

―

―

1,558

―

1,460

98

98

―

―

―

―

―

81,334

67,170

1,460

12,703

12,703

―

―

―

―

―

△969

―

―

△147

―

△145

△1

△1

―

―

―

―

―

△1,116

△954

△145

△16

△16

―

―

―

―

―

36

―

―

58

―

58

―

―

―

―

―

―

―

94

26

58

9

9

―

―

―

―

―

1,005

―

―

205

―

203

1

1

―

―

―

―

―

1,210

980

203

26

26

―

―

―

―

―

99,041

―

―

1,706

―

1,606

100

100

―

―

―

―

―

100,747

91,134

1,606

8,006

8,006

―

―

―

―

―

95,817

―

―

1,548

―

1,452

95

95

―

―

―

―

―

97,365

87,943

1,452

7,969

7,969

―

―

―

―

―

△3,223

―

―

△158

―

△153

△4

△4

―

―

―

―

―

△3,382

△3,190

△153

△37

△37

―

―

―

―

―

159

―

―

150

―

150

―

―

―

―

―

―

―

309

158

150

1

1

―

―

―

―

―

3,383

―

―

308

―

303

4

4

―

―

―

―

―

3,692

3,349

303

39

39

―

―

―

―

―



○満期保有目的の債券 （単位：百万円） 

区  分 
2022年度末 

貸借対照表 
計上額 時価 差額 貸借対照表 

計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額 
を超えるもの 
 公 社 債
 外 国 証 券
 そ の 他
時価が貸借対照表計上額 
を超えないもの 
 公 社 債
 外 国 証 券
 そ の 他
 
○責任準備金対応債券 
 該当ありません。 
 
○その他有価証券 （単位：百万円） 

区  分 
2021年度末 2022年度末 

帳簿価額 貸借対照表 
計上額 差額 帳簿価額 貸借対照表 

計上額 差額 

貸借対照表計上額が 
帳簿価額を超えるもの 

―
150
―
―
―
―
―

―
△303
△4
―
―
―
―

 公 社 債
 株 式
 外 国 証 券
 そ の 他 の 証 券
 買 入 金 銭 債 権
 譲 渡 性 預 金
 そ の 他
貸借対照表計上額が 
帳簿価額を超えないもの 
 公 社 債
 株 式
 外 国 証 券
 そ の 他 の 証 券
 買 入 金 銭 債 権
 譲 渡 性 預 金
 そ の 他
 
○市場価格のない株式等および組合等は保有していません。 
 
 (2) 金銭の信託の時価情報 

 (3) デリバティブ取引の時価情報 
該当ありません。 

9,515

8,015
1,500
―

89,525

83,118
6,406
―

9,675

8,174
1,501
―

86,141

79,769
6,372
―

159

158
1
―

△3,383

△3,349
△34
―

2021年度末 

（単位：百万円） 

区  分 

2022年度末 

時 価 時 価 
  

 金 銭 の 信 託  

（単位：百万円）

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託は保有していません。

・運用目的の金銭の信託

区  分 
貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた

評価損益

2022年度末

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評価損益

― ―運用目的の金銭の信託

貸借
対照表
計上額

貸借
対照表
計上額
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9,618

5,619
3,999
―

71,126

62,505
8,620
―

9,654

5,645
4,009
―

70,121

61,525
8,596
―

36

26
9
―

△1,005

△980
△24
―

150

△308

―
1,032
―
―
―
―
―

―
419
95
―
―
―
―

1,032

515

―
882
―
―
―
―
―

―
723
100
―
―
―
―

882

823

―
58
―
―
―
―
―

―
△203
△1
―
―
―
―

58

△205

―
940
―
―
―
―
―

―
519
98
―
―
―
―

940

618

―
882
―
―
―
―
―

―
723
100
―
―
―
―

882

823

2021年度末 

2021年度末

19,997 △2

― ― ― ― ―19,997 19,997 △2 ― 2



9. 経常利益等の明細（基礎利益）  
 （単位：百万円） 

 
2022年度 

 Ａ 益利礎基 △9,691

 益収ルタピャキ ― 

 

金銭の信託運用益 
売買目的有価証券運用益 
有価証券売却益 
金融派生商品収益 
為替差益 
その他キャピタル収益 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

 用費ルタピャキ 8

 

金銭の信託運用損 
売買目的有価証券運用損 
有価証券売却損 
有価証券評価損 
金融派生商品費用 
為替差損 
その他キャピタル費用 

8
― 
― 
― 
― 
― 
― 

 Ｂ 益損ルタピャキ △8

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ △9,699

臨時収益 34,479

 

再保険収入 
危険準備金戻入額 
個別貸倒引当金戻入額 
その他臨時収益 

― 
568
―

33,910 

 用費時臨 49

49

 

再保険料 
危険準備金繰入額 
個別貸倒引当金繰入額 
特定海外債権引当勘定繰入額 
貸付金償却 
その他臨時費用 

― 

―
― 

― 

 Ｃ 益損時臨 34,430

 Ｃ＋Ｂ＋Ａ経常利益（損失） 24,730

 

0

44

2021年度 

△7,940

9

― 
― 
9
― 
― 
― 

2

2
― 
― 
― 
― 
― 
― 

7

△7,933

5

― 
― 
5
― 

166

― 
166

―
― 
― 

△161

△8,094

― 



10. 計算書類等について会社法による会計監査人の監査 
計算書類等については、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、会計監査人である有限責任あずさ監査法人
の監査を受けており、監査報告書を受領しています。 

 

11. 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について金融商品取

引法に基づく公認会計士または監査法人の監査証明 
該当ありません。 

 

12. 財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性について 
当社の代表取締役社長は、当社が作成した2022年度決算期（2022年４月から2023年３月）に係る財務諸表に
記載した事項について確認したところ、すべての重要な点において、適正に作成されていることを確認していま
す。また、当社が財務諸表の作成に当たり、その業務分担と責任所管が明確化されており、各責任所管において
適切な業務態勢が整備されていること、当該財務諸表の作成に関する内部監査部門の監査において、業務プロセ
スの適切性について重要な指摘事項がないことを確認しています。 

 

13. 事業年度の末日において、保険会社が将来にわたって事業活動を継続す

るとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他保険会

社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在する場合には、その旨及びそ

の内容、当該重要事象等についての分析及び検討内容並びに当該重要事

象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 
   該当ありません。 
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1. 主要な業務の状況を示す指標等 
 (1) 決算業績の概況 

P.5～6をご覧ください。 
 
 (2) 保有契約高及び新契約高 
   保有契約高 （単位：千件、億円、％） 

区  分 
2022年度末 

件 数 金 額 件 数 金 額 
 前年度末比  前年度末比  前年度末比  前年度末比 

個  人  保  険
個 人 年 金 保 険
団  体  保  険
団 体 年 金 保 険

 
   新契約高 （単位：千件、億円、％） 

区 分 

2022年度 
件数 金 額 件数 金 額 

 前年 
度比  前年 

度比 新契約 
転換に 
よる純 
増加 

 前年 
度比  前年 

度比 新契約 
転換に 
よる純 
増加 

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
団 体 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
団 体 年 金 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
 (3) 年換算保険料 
   保有契約 （単位：百万円、％） 

区  分 
2021年度末 2022年度末 

 前年度末比  前年度末比 
個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険

 計合
 うち医療保障・生前給付保障等

 
   新契約 （単位：百万円、％） 

区  分 
2022年度 

 前年度比  前年度比 
個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険

 計合
 うち医療保障・生前給付保障等

 （注）

（注）  個人年金保険の金額は、年金開始後契約の責任準備金です。 

1. 年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額
です。 

   2. 「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付等）、
保険料払込免除給付等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

17,831
4
―
―

109.4
132.9
―
―

119.0
144.4
―
―

744
0
―
―

112.4
150.4
―
―

16,297
3
―
―

129.6
150.0
―
―

625
0
―
―

  

Ⅵ.業務の状況を示す指標等

2021年度末 

2021年度 

2021年度 
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―2,10786.32,10792.6162―2,44297.42,442117.1175

89.8
142.3
89.8
117.1

124,809
29

124,839
42,678

98.9
145.0
98.9
135.6

139,008
20

139,028
36,448

84.5
―

84.5
77.3

12,034
―

12,034
9,069

117.8
―

117.8
122.3

14,246
―

14,246
11,726



 (4) 保障機能別保有契約高 （単位：百万円） 

区  分 
保 有 金 額 

2022年度末 

死 亡 保 障 

普 通 死 亡 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

      ― 
      ― 
      ― 

      ― 
      ― 
      ― 

そ の 他 共 計    

災 害 死 亡 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（   ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （  ） （    ） 

その他の条件付死亡 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （     ― ） （     ― ） 

生 存 保 障 

満 期 ・ 生 存 給 付 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

 
      ― 
      ― 
      ― 

  
      ― 
      ― 
      ― 

そ の 他 共 計     

年 金 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（     ― ） 
（           ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（     ― ） 
（      ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （           ） （      ） 

そ の 他 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

      ― 

      ― 
      ― 

      ― 
      
      ― 
      ― 

そ の 他 共 計  

入 院 保 障 

災 害 入 院 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（    ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （  ） （  ） 

疾 病 入 院 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （  ） （  ） 

その他の条件付入院 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（     ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計 （     ） （  ） 

就 業 不 能 保 障 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（           ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計  ） 

1,783,174

1,783,174
2,296,745

2,296,745

46

46

30

30

464

464
4,349

4,349
4,349

4,349
6,229

6,229
715

715

2021年度末 
1,629,767

1,629,767
2,939,394

2,939,394

44 

44 

21 

21 

349

349
3,778

3,778
3,778

3,778
5,120

5,120
802

802  （）  （

47



そ の 他 

個 人 保 険 
個 人 年 金 保 険 
団 体 保 険 
団 体 年 金 保 険 

（  246,812 ） 
（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

そ の 他 共 計
 （注）

   4. 

 
  

区  分 
2022年度末 

個  人  保  険 
個  人  年  金  保  険 
団  体  保  険 
団  体  年  金  保  険 

  ― 
  ― 
  ― 
  ― 

  ― 
  ― 
  ― 
  ― 

そ  の  他  共  計   ―   ― 
個  人  保  険 
個  人  年  金  保  険 
団  体  保  険 
団  体  年  金  保  険 

  ― 
  ― 
  ― 

981,266
  ― 
  ― 
  ― 

そ  の  他  共  計 981,266
 

（単位：百万円） 

区  分 
2022年度末 

死 亡 保 険 

終 身 保 険 20,352

1,751,301
1,783,174

464

1,250

定 期 付 終 身 保 険 ― ― 
定 期 保 険 
そ の 他 共 計 

生 死 混 合 保 険 

養 老 保 険 ― ― 
定 期 付 養 老 保 険 ― ― 
生 存 給 付 金 付 定 期 保 険 ― ― 
そ の 他 共 計 ― ― 

生 存 保 険  ― ― 
年 金 保 険 個 人 年 金 保 険 

― ― 
― 

― ― 
― 

― ― 

（注）入院特約の金額は入院給付日額を表します。
 

（     ― ） 
（     ― ） 
（     ― ） 

（  246,812 ） 

（  203,272 ） 

（  203,272 ） 

2021年度末 

2021年度末 
19,615

1,600,823
1,629,767

349

1,107

48

840,286

840,286



 (6) 個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約年換算保険料 （単位：百万円） 

区  分 
保有契約年換算保険料 

2022年度末 

死 亡 保 険 

終 身 保 険 
定 期 付 終 身 保 険 ― ― 
定 期 保 険 
そ の 他 共 計 

生 死 混 合 保 険 

養 老 保 険 ― ― 
定 期 付 養 老 保 険 ― ― 
生 存 給 付 金 付 定 期 保 険 ― ― 
そ の 他 共 計 ― ― 

生 存 保 険  ― ― 
年 金 保 険 個 人 年 金 保 険 

 

(7) 契約者配当の状況 
当社は無配当の個人保険のみの取扱いのため、該当はありません。

2. 保険契約に関する指標等 
 (1) 保有契約増加率 

区  分 2022年度 
個  人  保  険 9.4%

32.9%個  人  年  金  保  険 
団  体  保  険   ―   ― 
団  体  年  金  保  険   ―   ― 

 
 (2) 新契約平均保険金及び保有契約平均保険金（個人保険） （単位：千円） 

区  分 2022年度 
新 契 約 平 均 保 険 金 1,295

2,396保 有 契 約 平 均 保 険 金 
 （注）新契約平均保険金については、転換契約を含んでいません。 
 
 (3) 新契約率（対年度始） 

区  分 2022年度 
個  人  保  険 12.9%
個  人  年  金  保  険   ―   ― 
団  体  保  険   ―   ― 

 （注）転換契約は含んでいません。 

 

  

2021年度末 
834

84,452
124,809

29

49

790

104,367
139,008

20

2021年度 
12.4%
50.4%

2021年度 
1,390
2,607

2021年度 
16.9%



区  分 2022年度 
9.4% 

  ―   ― 
  ―   ― 

 （注）

 
 

 （注）
 

件 数 率 金 額 率 
2022年度 
1.31  

 （注）

 
 

区  分 2022年度 
件  数  ―  ― 
金  額  ―  ― 
件  数  ―  ― 
金  額  ―  ― 
件  数 
金  額 
件  数 
金  額 
件  数 
金  額 

 （注）

 
 (8) 事業費率（対収入保険料） 

2022年度 
25.4% 

 
  

2022年度 
6,636

  3.996
58.1  
248.055
1496.5
15.353
212.8  
95.811
　9.438

50

2021年度 
7.1％ 

2021年度 
6,243

2021年度 2021年度 
2.13  1.60  

2022年度 
2.29

2021年度 

  4.288
51.6    
87.910
624.2  
13.108
176.3    
80.346
  7.630

2021年度 
24.2% 



 (9) 保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の数 
 （単位：社） 

2022年度 
7 

 
 (10) 保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた保険会社等のうち、 
    支払再保険料の額が大きい上位5社に対する支払再保険料の割合 

2021年度 2022年度 
100.0％ 100.0％ 
（0.0%） （0.0%）

 
 (11) 保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の格付機関による格付に基づく
    区分ごとの支払再保険料の割合

格付区分 2021年度 2022年度 

A+以上 100.0％
（0.0%）

 (12) 未だ収受していない再保険金の額 （単位：百万円） 

 

 (13) 第三分野保険の給付事由または保険種類の区分ごとの、発生保険金額の経過保険料に対する割合 
 2022年度 

第三分野発生率 44.0%
55.6%
18.6%
12.2%
8.9%

 

医 療（疾病）  
が ん  
介 護  
そ の 他 

 （注）

（注）（　）内には、第三分野保険のうち、保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないこととした保険契約
　　　を再保険に付した保険会社の数を記載しています。

1. 発生率は以下の算式により算出しています。 
    ｛保険金・給付金等の支払額＋対応する支払備金繰入額＋保険金支払に係る事業費等｝ 
    ÷｛（ 年度始保有契約年換算保険料＋年度末保有契約年換算保険料）／2｝ 
   2. （注）1の算式中、支払備金繰入額は、保険業法施行規則第72条に定める既発生未報告分を除いています。 
   3. （注）1の算式中、事業費は、損益計算書上の事業費のうち、保険金支払に係る事業経費、人件費等を計上しています。 

2021年度 
6 

（1） 

（注）（　）内には、第三分野保険のうち、保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないこととした保険契約
　　　に対する支払再保険料の割合を記載しています。

（0） 

2022年度 
616

51

2021年度 
964

（65）（0） 

2021年度 
26.7%
30.8%
20.2%
― 

10.8%

97.9％
（0.0%）

A以上　A+未満 0.0％
（0.0%）

2.1％
（0.0%）

 （注）1. 格付はスタンダード&プアーズ社による保険財務力格付に基づいています。なお、スタンダード&プアーズ社による保険財
　　　　　務力格付を取得していない場合は、Fitch社の保険会社財務格付に基づき記載しています。
 　   2. （　）内には、第三分野保険のうち、保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないこととした保険契
　　　　　 約に対する支払再保険料の割合を記載しています。

（注）（　）内には、第三分野保険のうち、保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないこととした保険契約
　　　について金額を記載しています。



3. 経理に関する指標等 
 (1) 支払備金明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度末 
  金険保亡死

 金険保害災
 金険保害障度高

 ―  ―  金険保期満
 ―  ―  他のそ

 計小
  金年

 金付給
 金戻返約解

 ―  ―  金払支置据金険保
 計共他のそ

 
 (2) 責任準備金明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度末 

責任準備金 
（除危険準備金） 

個 人 保 険 359,465
359,465

464
464

359,929
359,929

1,376
361,306
361,306

（ 一 般 勘 定 ）
 ―  ―  ）定勘別特（

 険保金年人個
 ）定勘般一（

 ―  ―  ）定勘別特（
 ―  ―  険保体団
 ―  ―  ）定勘般一（
 ―  ―  ）定勘別特（
 ―  ―  険保金年体団
 ―  ―  ）定勘般一（
 ―  ―  ）定勘別特（
 ―  ―  他のそ
 ―  ―  ）定勘般一（
 ―  ―  ）定勘別特（

 計小
（ 一 般 勘 定 ）

 ― ―  ）定勘別特（
 金備準険危
 計合

 （ 一 般 勘 定 ） 
  ― ―  ）定勘別特（

 
 (3) 責任準備金残高の内訳 （単位：百万円） 

区 分 保険料積立金 未経過保険料 払戻積立金 危険準備金 合 計 
2021年度末 336,736　　　　　　54,175 ― 1,945　　　　　　392,857
2022年度末 318,541　　　　　　41,388 ― 1,376　　　　　　361,306

 

  

 
  
 

302
30
2

334
0

1,866
2,868

5,072

52

2021年度末 
441
5
9

455
0

1,564
1,240

3,285

2021年度末 
390,562
390,562

349
349

390,911
390,911

1,945
392,857
392,857



 (4) 個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高（契約年度別） 
   ①責任準備金の積立方式、積立率 

   2021年度 2022年度 

積立方式 
標準責任準備金対象契約 標準責任準備金 標準責任準備金 
標準責任準備金対象外契約 平準純保険料式 平準純保険料式 

積立率（危険準備金を除く） 100.0％ 100.0％ 
 （注）1. 積立方式及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としています。 
   2. 積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成8年大蔵省告示第48号に定める方式により、また、標準責任準備

金対象外契約に関しては平準純保険料式により計算した保険料積立金、及び未経過保険料に対する積立率を記載しています。 
 
   ②責任準備金残高（契約年度別） （単位：百万円） 

契約年度 責任準備金残高 予定利率 
662
1,531
40,495
277,577
8,289
10,583
14,360
6,429

1.00%
1.00%

0.25～1.00%
0.25～1.00%
0.25～1.00%
0.25～1.00%
0.25～1.00%
0.25～1.00%

 （注）1. 責任準備金残高は、個人保険及び個人年金保険の責任準備金（危険準備金を除く）を記載しています。 
   2. 予定利率については、各契約年度別の責任準備金に係る主な予定利率を記載しています。 
   3. 自動更新タイプの保険については、更新年度を基準として記載しています。 

 (5) 特別勘定を設けた保険契約であって、保険金等の額を最低保証している保険契約に係る一般勘定の責任準備金の
残高、算出方法、その計算の基礎となる係数 
該当ありません。 

 (7) 契約者配当準備金明細表 
該当ありません。 

 (8) 引当金明細表 （単位：百万円） 
 当期首残高 当期末残高 当期増減（△）額 

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定

価 格 変 動 準 備 金
 （注）計上の理由および算定方法については、貸借対照表に記載しています。 
 
 (9) 特定海外債権引当勘定の状況 

該当ありません。 

2015年度
2016年度
2017年度
2018年度
2019年度
2020年度
2021年度
2022年度  

 (6) 第三分野に係る責任準備金の積立てについて（法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係るものに
　　　限る。）の合理性および妥当性）

第三分野保険は、医療制度の変化や医療技術の進歩等の影響を受けやすく、また、長寿化に伴う給付金等の
お支払いの増加も想定される等、第三分野保険の発生率は変動しやすいという特性を有しています。このよ
うな第三分野保険の商品特性を踏まえ、当社では、確実な給付金等のお支払いのために、保険事故発生率の
把握・分析をはじめとする保険引受リスク管理の取組みを行っています。
法令等に定める第三分野保険に係るストレステスト及び負債十分性テストについては、法令等に則り契約区
分ごとに実績発生率に基づいて危険発生率を設定のうえ適切に実施しています。
その結果、ストレステストに基づく危険準備金を159千円積み立てています。
なお、危険発生率の設定にあたっては、当社は第三分野保険に係るストレステストの対象となる商品の一部
について、発売後十分な期間が経過しておらず、実績発生率の統計的な取扱いが困難であることから、法令
等に則り予定発生率の算出に用いたデータを活用する等、保険数理上適切な手法を用いています。
また、保険業法第121条の定めに従い負債十分性テストを実施した結果、2022年度末において、追加責任準
備金を49百万円積み立てています。
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）円万百：位単（ 表細明料険保 )11(  
区  分 2022年度 

個 人 保 険 
（ う ち 一 時 払 ）   ― ― 
（ う ち 年 払 ） 
（ う ち 半 年 払 ） ― ― 
（ う ち 月 払 ） 
個 人 年 金 保 険 ― ― 
（ う ち 一 時 払 ） ― ― 
（ う ち 年 払 ） ― ― 
（ う ち 半 年 払 ） ― ― 
（ う ち 月 払 ） ― ― 
団 体 保 険 ― ― 
団 体 年 金 保 険 ― ― 
そ の 他 共 計 

 (12) 保険金明細表 （単位：百万円） 

区  分 個人保険 個人年金 保 険 団体保険 団体年金 保 険 
財形保険 
財形年金保険 

その他の 
保 険 

2022年度 
合 計 合 計 

死 亡 保 険 金 　  ― ― ― ― ― 1,674
1,000
12

126
2,812

災 害 保 険 金  ― ― ― ― ― 
高 度 障 害 保 険 金  ― ― ― ― ― 
満 期 保 険 金  ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他  ― ― ― ― ― 
合 計          ― ― ― ― ― 

 
 (13) 年金明細表 （単位：百万円） 

 区  分 個人保険 個人年金 保 険 団体保険 団体年金 保 険 
財形保険 
財形年金保険 

その他の 
保 険 

2022年度 
合 計 

2021年度 
合 計 

年 金 ― 364 ― ― ― ― 364 303
 
 (14) 給付金明細表 （単位：百万円） 

区  分 個人保険 個人年金 保 険 団体保険 団体年金 保 険 
財形保険 
財形年金保険 

その他の 
保 険 

2022年度 
合 計 

2021年度 
合 計 

死 亡 給 付 金 
入 院 給 付 金 
手 術 給 付 金 
障 害 給 付 金 
生 存 給 付 金 
そ の 他 

― 

― 
― 
― 
― ― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― ― 
― 
― 

33
12,790
2,509

1,694
17,027

17
4,496
1,764

1,135
7,414

― 
― 
― 

合 計           ― ― ― ― ―

 

 

 

131,280

81,794

49,486

131,280

33
12,790
2,509

1,694
17,027

1,674
1,000
12

126
2,812

2021年度 
141,765

98,098

43,666

141,765

2021年度 

1,741
155
68

96
2,061

 
 (10) 資本金等明細表 （単位：百万円） 

区  分 当期首残高 当期減少額 当期末残高 摘 要 

資 本 金 47,599 ―

 う ち 既 
発行株式 

普 通 株 式 （4,149千株）47,599
（  千株） 

― 
― 
― 

（4,149千株）
47,599

47,599

 

計 47,599 47,599

資本剰余金 
（ 資 本 準 備 金 ） 39,599 39,599
（その他資本剰余金） ― ― ― ―  

計 39,599 39,599―  
  

当期増加額 

―
（  千株） 

― 
― 
― 
― 
―  
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(15) 解約返戻金明細表 （単位：百万円） 

区  分 個人保険 個人年金 保 険 団体保険 団体年金 保 険 
財形保険 
財形年金保険 

その他の 
保 険 

2022年度 
合 計 

年度 
合 計 

解 約 返 戻 金     　　　　　　― ― ― ― ― 

 
 (16) 減価償却費明細表 （単位：百万円、％） 

区  分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率 
有 形 固 定 資 産

 
建 物

その他の有形固定資産
無 形 固 定 資 産

 
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

そ の 他
合 計

 
 (17) 事業費明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度 
営  業  活  動  費 
営  業  管  理  費 
一  般  管  理  費 
合  計 

19,690
247

13,421
33,359

 （注）2022年度における生命保険契約者保護機構に対する負担金のうち保護資金負担金はありません。
 

 
 (18) 税金明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度 
国 税 
 消 費 税 
 特 別 法 人 事 業 税
 印 紙 税 

地 方 税 
 地 方 消 費 税 
 法 人 事 業 税 
 固 定 資 産 税 
 事 業 所 税 

合  計 
 
 (19) リース取引 

該当ありません。 
 

 (20) 借入金残存期間別残高 
 該当ありません。 
  

75,033 75,033

2021

30,713

53.6

33.1
66.0
26.8
26.8
37.6
―

28.0

287

156
130
9,643
9,637

6
―

9,931

331

77
253
3,539
3,535

3
―

3,870

618

234
384

13,183
13,172

10
―

13,801

56

12
43

1,796
1,795

0
―

1,852

55

2021年度 
21,776
199

12,337
34,313

2021年度 
173
 49
88
 34
337
  14
310
2
10
510

167
 30
99
 37
368
  8
347
2
9

536



4. 資産運用に関する指標等 
 (1) 資産運用の概況 
   ①2022年度の資産の運用概況
    イ．運用環境 

10年国債利回り  年度始  0.210％  →  年度末 0.320％  

 

円／ドルレート    年度始 122.39円  →  年度末133.53円
円／ユーロレート  年度始 136.70円  →  年度末145.72円

ロ．当社の運用方針 
安定的な運用収益の確保を目指す観点から、主に公社債などの確定利付資産で運用を行います。 

ハ．運用実績の概況 

 

2022年度の日本経済は、新型コロナウイルス禍からの持ち直しが続く一方で、世界的なエネルギー・食
料価格の高騰や世界経済減速の影響を受け、そのペースは緩やかなものに留まりました。海外経済につき
ましては、世界的なインフレの高騰により、中央銀行が金融引き締めを加速させる中で、大きく減速とな
りました。年度末には、急速な金利上昇といった金融市場の環境変化を受けて米欧の銀行部門で経営破
綻・経営不安が発生し、世界的に金融不安が拡大しました。
こうした経済情勢の中で、運用環境は以下のようなものとなりました。

＜国内金利＞
10年国債利回りは、日本銀行がイールドカーブ・コントロールの変動幅を従来の「±0.25％程度」から
「±0.5％程度」に拡大したことから、上昇しました。一方で年明け以降は、海外各国の中央銀行による
大幅な金融引き締めを背景に米欧の金融不安が拡大し、国債利回りは低下しました。

＜国内株式＞
日経平均株価は、新型コロナウイルス禍からの景気持ち直しと円安による輸出企業の業績改善期待から底
堅く推移しました。

＜為替＞
円／ドルについては、連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による金融引き締めを背景に日米金利差が拡大した
ことなどから、急速に円安が進みました。年度後半にかけては、日本政府・日本銀行による為替介入やイ
ールドカーブ・コントロールの変更により、円高基調で推移しました。
円／ユーロについては、夏場以降、欧州中央銀行（ＥＣＢ）が金融引き締めに転じたことから、円／ユー
ロレートは上昇しました。

2022年度末における一般勘定資産残高は、410,304百万円となりました。運用資産残高は、預貯金
262,681百万円、公社債99,136百万円、株式1,452百万円となりました。
また、資産運用収益は540百万円、資産運用費用は12百万円となりました。
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日経平均株価　年度始 27,821円 → 年度末 28,041円
TOPIX　　　　年度始 1,946ポイント → 年度末 2,003ポイント



②ポートフォリオの推移 
イ．資産の構成 （単位：百万円、％） 

区  分 
2022年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 
現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン 64.0
買 現 先 勘 定 ― ― ― ― 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 ― ― ― ― 
買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― 
商 品 有 価 証 券 ― ― ― 

― ― 
― 

金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
 公 社 債
 株 式 
 外 国 証 券 
  公 社 債 
  株 式 等 ― ― ― ― 
 そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― 
貸 付 金
 保 険 約 款 貸 付 
 一 般 貸 付 ― ― 
不 動 産
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他
貸 倒 引 当 金
合 計
 う ち 外 貨 建 資 産 ― ― 

262,681

100,589
91,134
1,452
8,002
8,002

24.5
22.2
0.4
2.0
2.0

1,956
1,956
―
156
1,317
43,606
△2

410,304
―

0.5
0.5
―
0.0
0.3
10.6
△0.0
100.0
―
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2021年度末 

64.8269,244

19,997
82,304
68,125
1,460
12,718
12,718

4.8
19.8
16.4
0.4
3.1
3.1

1,797
1,797
―
169
1,309
40,371
△2

415,192
―

0.4
0.4
―
0.0
0.3
9.7
△0.0
100.0
―



ロ．資産の増減 （単位：百万円） 
区  分 2022年度 

   定勘先現買
   金証保払支引取借貸券債
   権債銭金入買
   券証価有品商
  託信の銭金

 券証価有
 債社公 
 式株 
 券証国外 
 債社公  

   等式株  
   券証の他のそ 

 金付貸
 付貸款約険保 

  付貸般一 
  産動不
   産資金税延繰

 他のそ
  金当引倒貸

 計合
  産資建貨外ちう 

 
 (2) 運用利回り （単位：％） 

区  分 2022年度 
 ― ― ン ー ロ ル ー コ ・ 金 預 現

買  現  先  勘  定 ― ― 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 ― ― 
買  入  金  銭  債  権 ― ― 

 ― ― 券 証 価 有 品 商
 △0.06

0.52
0.49
2.59
0.46
2.84

  託 信 の 銭 金
 券証価有

 
 債社公ちう
 式株ちう
 券証国外ちう
 金 付 貸

 ― ― 付貸般一ちう 
 ― ― 産 動 不
   

0.13 計 定 勘 般 一
 （注）利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、資産運用収益－資産運用費用として算出した利回り

です。 

 

2021年度 

0.11

58

2021年度 

483
483
―
72

1,309
760
5

62,350
―

20,289
―
―
―
―

19,997
19,431
16,117
211
3,102
3,102
―
―

△6,563
―
―
―
―

△19,997
18,285
23,009
△7

△4,716
△4,716

―
―
158
158
―

△12
7

3,234
△0

△4,888
―

 ンーロルーコ･金預現

△0.02
0.48
0.43
2.91
0.45
2.93



 (3) 主要資産の平均残高 （単位：百万円） 
区  分 2022年度 

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン 261,598
買  現  先  勘  定 ― ― 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 ― ― 
買  入  金  銭  債  権 ― ― 
商  品  有  価  証  券 ― ― 
金  銭  の  信  託 14,574

93,466
81,228
1,601
10,636
1,831
―
164

408,760
10,636

有 価 証 券 

 
う ち 公 社 債 
う ち 株 式 
う ち 外 国 証 券 

貸  付  金 
 う  ち  一  般  貸  付 
不  動  産  

   
一  般  勘  定  計 
 う  ち  海  外  投  融  資 

 
 (4) 資産運用収益明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度 
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 540
商 品 有 価 証 券 運 用 益 ― ― 
金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ― 
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 ― ― 
有 価 証 券 売 却 益 ― 
有 価 証 券 償 還 益 ― ― 
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ― 
為 替 差 益 ― ― 

― 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 
そ の 他 運 用 収 益 ― ― 
合 計 540

 
 (5) 資産運用費用明細表 （単位：百万円） 

区  分 2022年度 
支 払 利 息 4
商 品 有 価 証 券 運 用 損 ― ― 
金 銭 の 信 託 運 用 損 2 8 
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 ― ― 
有 価 証 券 売 却 損 ― ― 
有 価 証 券 評 価 損 ― ― 
有 価 証 券 償 還 損 ― ― 
金 融 派 生 商 品 費 用 ― ― 
為 替 差 損 ― 

― 
― 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
貸 付 金 償 却 ― ― 
賃 貸 用 不動産 等 減 価償却 費 ― ― 
そ の 他 運 用 費 用 ―  
合 計 12

 

2021年度 
2 

0 

0 
4

59

2021年度 
249,340

14,671
76,136
62,487
1,564
12,083
1,411
―
96

374,143
12,083

2021年度 
398

9

5

412



（単位：百万円） 
区  分 2022年度 

 

 

 

 

 
 

区  分 
2022年度末 

国 債 ― ― 
地 方 債 ― ― 
社 債

6,095
 ―

85,038
―

1,452
8,002
8,002
―
―

100,589

6.1
―

84.5
―
1.4
8.0
8.0
―
―

100.0

株 式 
外 国 証 券
 公 社 債
 株 式 等 
そ  の  他  の  証  券 
合  計

 

  

 (7)  有価証券売却益明細表

―
488
398
41
48
51
―
540

（単位：百万円） 
区  分 2022年度 

―
―
―
―

国 債 等 債 券
株 式 等
外 国 証 券
そ の 他 共 計

60

2021年度 
―
356
266
36
54
41
―
398

2021年度 
―
9
―
9

2021年度末 

68,125
―

1,460
12,718
12,718

―
―

82,304

82.8
―
1.8
15.5
15.5
―
―

100.0



 (13) 有価証券残存期間別残高 （単位：百万円） 

 区  分 1年以下 

1年超 3年超 5年超 7年超 10年超 

合 計 
3年以下 5年以下 7年以下 10年以下 

(期間の定め
のないものを
含む) 

 国        債
 地 方 債

 株 式     

  株 式 等
 その他の証券
買 入 金 銭 債 権
譲 渡 性 預 金
そ の 他
有 価 証 券
 国 債
 地 方 債
 社 債
 株 式     
 外 国 証 券
  公 社 債
  株 式 等
 その他の証券
買 入 金 銭 債 権
譲 渡 性 預 金
そ の 他

 
 (14) 保有公社債の期末残高利回り 

区  分 2022年度末 
公 社 債 0.58%
外 国 公 社 債 0.66% 

 
  

2
0
2
1
年
度
末

2
0
2
2
年
度
末

有 価 証 券

 社 債

 外 国 証 券
  公 社 債

6,804
―
―

2,101

4,703
4,703
―
―
―
―
―

11,803
―
―

6,701

5,102
5,102
―
―
―
―
―

17,615
―
―

10,405

7,210
7,210
―
―
―
―
―

11,310
―
―

9,105

2,204
2,204
―
―
―
―
―

12,029
―
―

11,922

106
106
―
―
―
―
―

24,677
―
―

23,982

695
695
―
―
―
―
―

18,445
―
―

17,746

698
698
―
―
―
―
―

13,419
―
―

13,419

―
―
―
―
―
―
―

1,707
―
―

1,707

―
―
―
―
―
―
―

3,678
―
―

3,678

―
―
―
―
―
―
―

 

25,703
―
―

24,242
1,460
―
―
―
―
―
―
―

35,700
6,095
―

28,151
1,452
―
―
―
―
―
―
―

82,304
―
―

68,125
1,460
12,718
12,718

―
―
―
―
―

100,589
6,095
―

85,038
1,452
8,002
8,002
―
―
―
―
―
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2021年度末 
0.49％ 
0.55％ 



 

区  分 
2022年度末 

― ― ― ― 
業 ― ― ― ― 
業 ― ― ― ― 

機

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

― ― ― ― 

― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 
― 

― 
― 

― 
― 

― 
― 

― 
― 

保 険 業 

― 
― 

― 

― 
― 

― 

― 
― 

1,452
― 

― 
― 

― 

― ― ― ― 
― ― ― ― 

合 計 1,452 

2021年度末 

1,460 

1,460 

62



(16) 貸付金明細表 （単位：百万円） 
区  分 2022年度末 

保 険 約 款 貸 付 1,956
 契 約 者 貸 付 1,956
 保 険 料 振 替 貸 付 ― ― 
一 般 貸 付 
（ う ち 非 居 住 者 貸 付 ） 

― 
（―） 

― 
（―） 

 企 業 貸 付 
（ う ち 国 内 企 業 向 け ） 

― 
（―） 

― 
（―） 

 国・国際機関・政府関係機関貸付 ― ― 
 公 共 団 体 ・ 公 企 業 貸 付 ― ― 
 住 宅 ロ ー ン ― ― 
 消 費 者 ロ ー ン ― ― 
 そ の 他 ― ― 
合 計 1,956

 
 (17) 貸付金残存期間別残高 

 該当ありません。 
 
 (18) 国内企業向け貸付金企業規模別内訳 

 該当ありません。 
 
 (19) 貸付金業種別内訳 

 該当ありません。 
 
(20) 貸付金使途別内訳 
 該当ありません。 
 

 (21) 貸付金地域別内訳 
 該当ありません。 
 

 (22) 貸付金担保別内訳 
 該当ありません。 
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2021年度末 
1,797
1,797

1,797



 (23) 有形固定資産明細表 
    ）％、円万百：位単（ 細明の産資定固形有①  

 区  分 当期首 
残 高 

当 期 
増加額 

当 期 
減少額 

当 期 
償却額 

当期末 
残 高 

減価償却
累計額 

償 却 
累計率 

 

 ― ― ― ― ― ― ― 地土

リ ー ス 資 産 ― ― ― ― ― ― ― 
建 設 仮 勘 定 ― ― ― ― ― ― ― 

 う ち 賃 貸 等 不 動 産 ― ― ― ― ― ― ― 

2022 
年度 

 ― ― ― ―   ― 地土
 33.1 77 156     物建

  

リ ー ス 資 産 ― ― ― ― ― ― ― 
建 設 仮 勘 定 ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

年度
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

53.633128756 0 6 337
66.025313006

 計合
 う ち 賃 貸 等 不 動 産 ― ― ― ― ― ― ― 

 ）円万百：位単（およ高残産動不②
区  分 2022年度末 

  高残産動不

 
 

156
156

 
  用業営

 ― ― 用貸賃
 棟― 棟― 数有保ルビ用貸賃

 
 表細明益分処等産資定固

該当ありません。
 )42(

）円万百：位単（ 表細明損分処等産資定固 )52(  

  

区  分 2022年度 
有 形 固 定 資 産 
無 形 固 定 資 産     ― ― 
そ の 他     ― ― 

 計合
 

0

0 

(26) 賃貸用不動産等減価償却費明細表 
 該当ありません。 

（注）償却累計率は、取得価額に対する償却累計額の割合を記載しています。 
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2021 

 27.8 65 169 9 3 85 96 物建

  

45.027533747 34 183 235
55.6210167373097139

 計合

169

167

―
―

―
― 12

43

2021年度末 
169
169

2021年度 
34

34 

 数有保ルビ用貸賃び



(27) 海外投融資の状況 
 ①資産別明細 
イ．外貨建資産 
該当ありません。 

ロ．円貨額が確定した外貨建資産 
該当ありません。 

ハ．円貨建資産 （単位：百万円） 

区  分 
2022年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 
非 居 住 者 貸 付 ― ― ― ― 
公社債（円建外債）・その他 100.0％ 
小 計 100.0％ 

 
ニ．合計 （単位：百万円） 

海 外 投 融 資 100.0％ 
（注）「円貨額が確定した外貨建資産」は、為替予約が付されていることにより決済時の円貨額が確定し、当該円貨額を資産の

貸借対照表価額としているものです。 
 
②地域別構成 （単位：百万円、％） 

 

区 分 
外国証券 

    
非居住者貸付 

公社債 株式等 

2021 
年度末 

北
ヨ ー ロ ッ パ
オ セ ア ニ ア
ア ジ ア
中 南 米
中 東
ア フ リ カ
国 際 機 関
合

2022 
年度末 

北 米
ヨ ー ロ ッ パ
オ セ ア ニ ア
ア ジ ア
中 南 米
中 東
ア フ リ カ
国 際 機 関
合 計

  
 (28) 海外投融資利回り 

2022年度 
0.46％ 

 
 (29) 公共関係投融資の概況（新規引受額・貸出額） 

 該当ありません。 

米
ヨ ー ロ ッ パ
オ セ ア ニ ア
ア ジ ア

計

 (30) 各種ローン金利 
 該当ありません。 
 

 (31) その他の資産明細表 
該当ありません。 

― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 
― ― ― ― 

　  　  405
5,996
1,300
300
―
―
―
―

8,002

　  　5.1
74.9
16.2
3.7
―
―
―
―

100.0

405
5,996
1,300
300
―
―
―
―

8,002

　  　 5.1
74.9
16.2
3.7
―
―
―
―

100.0
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2021年度末 

12,718 100.0％ 
12,718 100.0％ 

12,718 100.0％ 

8,002
8,002

8,002

　  　  410
9,608

　1,300
　1,399

―
―
―
―

12,718

　  　 3.2
　75.5
　10.2
　11.0

―
―
―
―

　100.0

　  　  410
9,608

　1,300
　1,399

―
―
―
―

12,718

　  　 3.2
　75.5
　10.2
　11.0

―
―
―
―

　100.0

2021年度 
0.45％ 



5. 有価証券等の時価情報（一般勘定） 
 (1) 有価証券の時価情報 
   ①売買目的有価証券の評価損益 

（単位：百万円）

（注）本表には、金銭の信託等の売買目的有価証券を含みます。

  市場価格のない株式等および組合等は保有していません。

売買目的有価証券

区  分 
貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた

評価損益

― ―

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評価損益

66

2021年度末

19,997 △2

2022年度末

 
）円万百：位単（有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外）②    

区  分 
帳簿価額 時 価 

差 損 益 
帳簿価額 時 価 

差 損 益 

 差益 差損  差益 差損 

 満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

 

公 社 債

株 式

外 国 証 券

 
公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権 

譲 渡 性 預 金 

そ の 他 

合 計

 公  社  債 

株  式 

外  国  証  券 

 公  社  債

 株  式  等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲  渡  性  預  金 

そ  の  他 

99,041

―

―

1,706

―

1,606

100

100

―

―

―

―

―

100,747

91,134

1,606

8,006

8,006

―

―

―

―

―

95,817

―

―

1,548

―

1,452

95

95

―

―

―

―

―

97,365

87,943

1,452

7,969

7,969

―

―

―

―

―

△3,223

―

―

△158

―

△153

△4

△4

―

―

―

―

―

△3,382

△3,190

△153

△37

△37

―

―

―

―

―

159

―

―

150

―

150

 ―

 ―

―

―

―

―

―

309

158

150

1

1

―

―

―

―

―

3,383

―

―

308

―

303

4

4

―

―

―

―

―

3,692

3,349

303

39

39

―

―

―

―

―

2022年度末 

（注）本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでおります。
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（単位：百万円） 

区  分 

2022年度末 

時 価 時 価 
  

 金 銭 の 信 託  

（単位：百万円）

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託は保有していません。

・運用目的の金銭の信託

貸借
対照表
計上額

貸借
対照表
計上額

 (2) 金銭の信託の時価情報 

 
 (3) デリバティブ取引の時価情報 

該当ありません。 

区  分 
貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた

評 価 損 益 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評 価 損 益

運用目的の金銭の信託
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19,997 19,997       △2         ―           2       ―        ―        ―        ―          ―

2021年度末

19,997 △2

2022年度末

― ―



1. コーポレートガバナンス体制

Ⅶ.保険会社の運営

コーポレートガバナンス体制

取締役会

社長

経営会議

執行役員

業務執行部門

執行役員執行役員

株主総会

会計監査人

監査役

監査役会

基本認識
当社は、お客さま、募集代理店、社会、第一生命ホールディングスの株主、従業員などのマルチステークホルダーからの負託

に応え、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、経営の監督と業務執行のバランスを取りつつ、透明・公正
かつ迅速な意思決定を行うことを目的として、コーポレートガバナンス体制を構築しています。

取締役会および執行役員制度
当社は、取締役会において、法令、定款および当社関連規程の定めるところにより、経営戦略、経営計画その他当社の経営の
重要な意思決定および業務執行の監督を行うとともに、監査役会設置会社として、取締役会から独立した監査役および監査役
会により、職務執行状況などの監査を実施しています。取締役会は、取締役に求められる義務を履行可能な者の中で、さまざま
な知識、経験、能力を有する者により構成しています。
経営の意思決定および監督と、業務執行とを分離し、業務執行に係る迅速な意思決定を図るため、執行役員制度を導入して

おり、執行役員は、取締役会が選任し、取締役会が定める分担に従って業務を執行します。また、社長および執行役員などで構
成する経営会議を原則毎月開催し、経営上の重要事項および重要な業務執行の審議を行っています。

監査役
社外監査役を含めた監査役は、取締役会などに出席するとともに、取締役、執行役員、部門へのヒアリングなどを通じて、取
締役および執行役員の職務の執行の監査、ならびに当社のコンプライアンス、経営全般にわたるリスク管理への対応状況、業
務・財務の状況についての監査を行います。また、監査役会では、監査に関する重要な事項について協議を行います。そのた
め、監査役は、財務・会計に関する適切な知見を有する者を含むこととし、2023年7月1日現在監査役は4名（うち社外監査役2
名）となっています。
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基本認識
当社は、経営基本方針の具現化に向け、内部統制態勢の整備および運営に関する基本的な事項を定めることによって、業務

内「、に的目をとこるす資に行履の任責的会社のてしと社会険保命生てっも、り図を造創と持維の値価業企びよお保確正適の
部統制基本方針」のもと、内部統制態勢の整備および運営を行っています。

基本認識
当社は、資本・リスク・利益の状況に応じた経営計画・資本政策などを策定し、事業活動を進めるエンタープライズ・リスク・マネ

ジメント（ERM：Enterprise Risk Management）を推進しています。
ＥＲＭに関するリスク管理の取組みとして、経営計画などを策定する際に、統合的リスク管理所管がその妥当性を検証するほ
か、リスク許容度を設定・管理することなどにより、リスクの所在、種類および特性を踏まえて資本・リスク・利益を適切にコント
ロールするとともに、リスク管理の高度化を推進しています。

基本認識
当社では、健全かつ適切な業務運営を確保し、保険契約上の責務を確実に履行するために、当社におけるさまざまなリスクに

ついて把握・評価を行い、各リスク特性に基づいた的確な対応を行うとともに、それらのリスクを統合的に管理することとしてい
ます。さらに、それらのリスク量と自己資本などの財務基盤を会社全体で管理し、会社の健全性向上に努めています。また、通常
のリスク管理だけでは対処できないような危機・大規模災害が発生する事態に備え、管理体制を整備しています。

リスク管理に関する方針・規程など
当社では、まず「内部統制基本方針」のなかで、リスク管理に関する基本的な考え方や取組み方針などについて定めています。

この基本方針のもと、リスクごとの管理の考え方を「統合的リスク管理基本方針」および各リスクごとの基本方針で定め、さらに、
これらの基本方針を踏まえた実務上のルールとして各リスク管理規程などを制定しています。

リスク管理に関する組織体制
事業運営を通じて発生する各種リスクについては、各リスクごとの基本方針に基づき、各リスク管理所管がリスクカテゴリー

ごとに業務執行を牽制する体制を整備しています。さらに、会社全体のリスクを統合的に管理する組織として、コンプライアン
ス・リスク管理部を設置し、体制の強化を図っています。また、経営会議やその下部組織であるERM分科会、事務・システムリス
ク管理分科会などにおいて経営層が各リスクに対する情報を共有化し、意思決定に資する体制としています。こうしたリスク管
理機能の有効性・適切性は内部監査部が検証しています。
リスク管理の状況は、取締役会・経営会議などに報告されています。さらに、監査役は経営層をはじめとして、会社のリスク管
理全般を対象に監査を実施しています。

●内部統制基本方針
１．法令・定款等を遵守し、社会的規範、市場ルールに則った事業活動を行うこと
２．保険募集に関する法令等の遵守を確保し、適正な保険募集管理を行うこと
３．顧客情報、限定情報、および重要事実等の情報資産を適切に保護管理すること
４．リスクの特性に応じた実効性のあるリスク管理を行うこと
５．反社会的勢力との関係を遮断し被害防止を図ること
６．企業集団としての業務の適正を確保すること
７．財務報告の信頼性を確保し、適時適切な開示を行うこと
８．内部監査により内部統制等の適切性、有効性を検証すること

2. 内部統制体制

3. ERMの推進

4. リスク管理
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リスク管理に関する組織体制

指示 報告

指示 報告

指示 報告

査
監
る
よ
に）
会
（役
査
監

任
選

示
指

意見書などの
提出

報告

査
監
る
よ
に
部
査
監
部
内

業務執行所管

リスクの
種類

リスク
管理所管

統合的リスク
管理所管

保険
計理人

コンプライアンス・リスク管理部

コンプライアンス・リスク管理部

保険引受
リスク

流動性
リスク

事務
リスク

システム
リスク

資産運用リスク

市場リスク 信用リスク

主計部

ERM分科会 事務・システムリスク管理分科会

経営会議

取締役会

社長

リスクの種類 内　　　　容

保険引受リスク 「経済情勢や保険事故の発生率などが保険料設定時の予測に反して変動することにより、会社が損
失を被るリスク」に代表されるリスクです。

資産運用リスク
市場リスク 金利、為替、株式などのさまざまな市場環境の変化により、保有する資産・負債の価値が変動し損失

を被るリスクや、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクです。
信用リスク 信用供与先の財務状況の悪化などにより、資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクです。

流動性リスク
保険料収入の減少などにより資金繰りが悪化し、通常よりも著しく低い価格での資産売却を余儀な
くされ損失を被るリスク（資金繰りリスク）、および市場の混乱などにより市場取引ができなくなるな
どのリスク（市場流動性リスク）です。

事務リスク 役員および従業員が正確な事務を怠るあるいは事故・不正などを起こすなどにより、お客さまおよ
び会社が損失を被るリスクです。

システムリスク コンピュータシステムのダウンもしくは誤作動などのシステム不備、またはコンピュータの不正使
用などによって、お客さまおよび会社が損失を被るリスクです。

（注）当社では、上記リスクのほか、法務リスク、人的リスク、有形資産リスクおよび風評リスクについて、リスク管理を実施しています。

リスクの定義

統合的リスク管理の取組み
統合的リスク管理とは、当社が直面するリスクに関して、潜在的に重要なリスクを含めて総体的に捉え、自己資本などと比較

し、さらに、保険引受や保険料率設定などフロー面を含めた事業全体としてリスクをコントロールする枠組みです。当社では、
経済価値ベース、会計ベースおよび規制ベースで、各種リスク量を統合し、自己資本などと対比することなどにより健全性をコ
ントロールしています。
当社では、経営会議の下部組織としてERM分科会、事務・システムリスク管理分科会を設置し、各リスクの抑制および管理体
制の強化を図っています。
また、負債特性を考慮した資産運用方針の策定、新商品の開発、適切な予定利率の設定などにおいて、リスク管理所管が保
険引受リスク、資産運用リスクなどのチェックや妥当性の検証を行っています。
なお、保険引受リスクの軽減を図るために、保険契約を再保険に付す際には、再保険引受先の財務内容などを確認し選定し

ています。

ストレス・テストの実施
当社では、リスク量の計量化では捉えきれない事象を認識・把握するため、金融市場の混乱や大規模災害などの過去の出来
事や将来の見通しなどに基づき考えられる最悪の状況を想定したストレス・テストを実施し、健全性に与える影響を分析してい
ます。
ストレス・テストの結果は、取締役会・経営会議などに定期的に報告されており、必要に応じて市場環境などの確認、モニタリ

ングの強化、経営上あるいは財務上の対応を検討・実施することとしています。
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コンプライアンスに関する組織体制

指示 報告

指示 報告

指導・支援 報告・相談

査
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会
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査
監

示
指

報告

査
監
る
よ
に
部
査
監
部
内

業務執行所管
法令等遵守責任者

法令等遵守推進者

従業員など

情報資産保護 保険募集のコンプライアンス法令・社会規範・社規等遵守

コンプライアンス・リスク管理部

コンプライアンス態勢の整備・推進

コンプライアンス分科会

経営会議

取締役会

社長

報告・相談

報告・相談

「内部統制セルフ・アセスメント（CSA）」によるリスク抑制・業務改善のサイクル

内部統制セルフ・アセスメント（CSA：Control Self Assessment）の取組み
当社では、統合的リスク管理の一環として、リスクを網羅的に洗い出し、その重要性と統制状況を評価したうえ改善取組を推

。すまいてし施実を」）ASC（トンメスセア・フルセ制統部内「、てしと動活るす進

基本認識
当社は、法令等を遵守し、社会的規範、市場ルールに従うことが事業活動を行ううえでの大前提であると認識しています。当

社は、生命保険会社としての社会的責任と公共的使命を自覚し、社会およびお客さまからの揺るぎない信頼の確立と向上に
向け、すべての事業運営において「CX向上を実現するコンプライアンス」を推進し、公正かつ透明な企業活動を行っています。

コンプライアンスに関する方針・規程など
当社は、コンプライアンスを経営の重要課題として位置付け、社会およびお客さまから信頼される企業であり続けるために、
取締役会において「内部統制基本方針」を定め、この中でコンプライアンスに関する基本的考え方などを規定しています。この
基本方針のもと、実務上のルールとして「コンプライアンス規程」を制定し、態勢整備や推進に関する細目を定めています。

コンプライアンスに関する組織体制
当社では、コンプライアンスを全社的に推進する組織としてコンプライアンス・リスク管理部を設置しています。コンプライ

アンス・リスク管理部は、各部に任命配置した法令等遵守責任者、法令等遵守推進者と連携を取りながら、態勢の整備・強化を
進めています。さらに､各従業員が、直接通報・相談できる窓口を社内・社外（親会社および法律事務所）に設置しています。
また、コンプライアンスに関する重要事項は、経営会議の下部組織であるコンプライアンス分科会などにおいて協議し、経
営会議・取締役会に報告する体制としています。
こうしたコンプライアンス推進に関する有効性・適切性は内部監査部が検証しています。

各部によるリスクの
洗出し

リスク管理の
観点からの検証

重大リスクの決定および
管理高度化・改善取組
計画の策定・振返り

5. コンプライアンス（法令等遵守）
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勧  誘  方  針

コンプライアンスの推進
　当社では、取締役会が毎年度決定するコンプライアンス・プログラムに基づき、具体的な推進計画を策定し、コンプライアン
ス推進の取組みを行っています。推進計画の進捗状況は、定期的に取締役会に報告され、経営がその推進状況を把握・評価で
きる態勢となっています。
　また、コンプライアンスの一層の浸透を図るために、「コンプライアンスマニュアル」を作成し、全役員・従業員に周知徹底を
図るとともに、全役員・従業員に対する定期的なコンプライアンス研修に活用するなど、知識の向上と意識の定着に努めていま
す。さらに、保険募集に関与する代理店・募集人のために「コンプライアンスマニュアル(代理店用)」等を作成し、研修・指導に活
用しています。 
　加えて、部門ごとの業務特性を踏まえたコンプライアンス研修の実施を通じて、徹底を図っています。

当社は、「一生涯のパートナー」をグループミッションとする第一生命グループの一員として、お客さまにご満足いただける最適な商品・
サービスの提供に努めます。

1．法令等の遵守
・当社は、お客さまからの信頼にお応えしていくため、法令及び社会規範、各種ルール、社規等を遵守した適切な勧誘・提案活動を行い
ます。 

2．適切な勧誘・提案について
・お客さまへの訪問・電話連絡等にあたっては、時間帯等ご都合に配慮し、お客さまのご意向に基づいた適切な勧誘活動を行います。
・お客さまの年齢、知識、ご家族の状況およびご加入目的等を踏まえ、お客さまに適した商品を提案いたします。 
・商品の提案を行うに際しては、適切な資料を活用し、お客さまに商品内容を正しくご理解いただけるよう努めます。 
・ご契約内容その他契約条項にかかわる重要事項について、お客さまにご理解いただくため、「契約概要」「注意喚起情報」「ご契約の
しおり・約款」等の説明書面・冊子をお渡しする等により説明・明示を行います。
・特にご高齢のお客さまに対しては、説明の内容を十分にご理解いただけるよう、より丁寧に分かりやすくご説明・対応いたします。
・当社と安心してお取り引きいただくため、当社従業員がお客さまから現金を直接お預かりすることはいたしません。
・お申込みをいただく際に「意向確認書面」にて、お申込みをされる保険商品がお客さまのニーズに合致していることについて再確
認させていただき、お客さまがご意向に沿った商品にご加入いただけるよう努めます。 
・当社従業員は、当社取扱以外の金融商品等を勧誘・紹介することはいたしません。
3．教育について
・高いコンプライアンス意識の醸成と、適切な勧誘・提案が行われるための体制およびルールの整備・強化に努めます。 
・お客さまのご期待にお応えできるよう、研修を継続的に実施し、知識・スキルを備えた従業員の育成に取組みます。｠
4．お客さまの声について
・お客さまからの様々なお問い合わせ、ご意見、ご相談には、丁寧かつ速やかに対応いたします。また、お客さまからお寄せいただ
いたご意見・ご要望を真摯に受け止め、その後の販売・勧誘に反映してまいります。

5．個人情報の保護について
・業務上知り得たお客さまに関する情報については、当社で定めた個人情報保護方針に則り、厳格な管理の下、適切に取り扱います。
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基本認識
当社は、お客さまの氏名・生年月日・住所などや契約内容などの個人情報、医的情報などを長期間にわたり保有しています。
当社では、法令や社内規程などを遵守し、適切な情報資産保護管理を行うことが、お客さまからの信頼を確保するための大前
提であると認識しています。

情報資産保護に関する方針・規程など
「内部統制基本方針」のもとに、情報資産保護に関する基本的考え方や情報資産を適切に保護するための基準として「情報
資産保護管理規程」などの各種規程を制定するとともに、具体的な安全対策基準などの細目を定めた「情報資産保護管理基準

別識を人個の定特るけおに続手政行「や」）法護保報情人個、下以（律法るす関に護保の報情人個「、たま。すまいてし定制を」書
するための番号の利用等に関する法律（以下、番号法）」の趣旨を踏まえ、個人情報の利用目的や保護管理などを定めた「個人
情報保護方針」を取締役会の決定にて制定し、当社Webサイトで公表しています。情報資産保護管理・推進に関する規程や

す施実をどな修研種各、し供提に員業従・員役全、上の載掲に」ルアュニマスンアイラプンコ「、は点意留の上行遂務業、ルール
ることにより周知・徹底を図っています。

情報資産保護に関する組織体制
当社では、情報資産保護を全社的に推進する組織としてコンプライアンス・リスク管理部を設置しています。コンプライアン

ス・リスク管理部は、各部に任命配置した法令等遵守責任者、法令等遵守推進者と連携を取りながら、情報資産保護管理態勢
の整備・強化を進めています。
また、全社における情報資産保護の推進状況を、経営会議・取締役会に報告する体制としています。
こうした情報資産保護管理態勢の有効性・適切性は内部監査部が検証しています。

情報資産保護管理の推進
当社では、個人情報保護法、番号法、金融分野における個人情報保護に関するガイドラインなどを踏まえ、次のような組織

的・人的・物理的・技術的安全管理措置を講じるなど情報資産保護管理態勢を整備しています。
●個人情報保護方針の公表および情報資産保護に関する社内規程の整備
●定期的な従業員教育を通じた情報取扱いルールの徹底およびルール遵守状況の定期点検
●情報を取り扱う区域の管理、情報を取り扱う機器・電子媒体などの盗難などの防止のための対策実施
●社外からの不正アクセス対策としてファイアウォール設置、社内でのデータアクセス制限・ログの取得
●再委託先を含む業務委託先に対する監督・点検の実施

個人情報の開示などの請求の取扱い
お客さまからご自身の個人情報の開示などのご依頼があった場合は、請求者がご本人または正当な代理人であることを確
認したうえで、迅速かつ適切に対応します。

ます。
なお、個人情報保護法に基づく開示、訂正、利用停止、消去等のご請求については、当社Webサイトでもご案内してい

情報セキュリティ対策
　当社では、日々進化するサイバーセキュリティリスクへの対応として、システム面においては、不正アクセスやウイルス等
の検知・防御の仕組みを複数組み合わせる、多層防御の整備を推し進めるなど、新たな脅威に対する対策を随時行っていま
す。
　また「サイバーセキュリティ規程」に基づき、サイバーセキュリティ対策の強化にも取り組んでいます。高度な技術を備えた
専任者を中心に構成される「CSIRT」（※）を設置し、役員・従業員を対象に攻撃を想定した対応訓練を行うなど、サイバーイン
シデント対応態勢の強化活動を行っています。
　個人情報を管理するシステムについては極力一元管理可能な仕組みとし、お客さまの個人情報の取扱い権限を厳格に管
理できる仕組みを導入しています。
（※）Computer Security Incident Response Team
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※受付時間につきましては状況により変更になることがございます。詳細は当社Webサイトをご確認ください。
※月曜日など休日明けは電話が混み合うことがございますので、あらかじめご了承ください。

ネオファースト生命保険株式会社（以下、当社といいます）では、お客さまからの信頼を第一と考え、経営品質の向上に向け、
個人情報の保護に関する法律（以下、個人情報保護法といいます）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律（以下、番号法といいます）、保険業法など関係法令等を遵守し、個人情報の保護に努めます。

１．個人情報の利用目的
　 （１）個人情報は、以下の利用目的の達成に必要な範囲にのみ利用し、それ以外の目的には利用しません。
　　 　　①各種保険契約のお引き受け・ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い
　　 　　②当社のグループ会社・関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスのご案内・提供（※）、ご契約の維持管理
　　 　　③当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実
　　 　　④その他保険に関連・付随する業務（※）
　　 　　（※）お客さまの取引履歴やウェブサイトの閲覧履歴、グループ会社等から取得した情報等を分析して、お客さまの
　　 　　　　　ニーズにあった各種商品・サービスに関する広告等の配信等をすることを含みます。
　 （２）前号にかかわらず、番号法で定める個人番号（以下、個人番号といいます）を含む特定個人情報は、以下の事務実施に
　 　 　  必要な範囲にのみ利用し、ご本人の同意があっても、それ以外の目的には利用しません。
　　 　　①保険に関する取引がある場合：保険取引に関する法定調書作成事務
　　 　　②不動産に関する取引がある場合：不動産取引に関する支払調書作成事務
　　 　　③報酬・料金・契約金・賞金支払に関する取引がある場合：報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成事務
　　 　　④その他上記①～③に関連する事務
　 （３）これらの利用目的は、当社Webサイトおよびディスクロージャー誌等に掲載するほか、ご本人から直接書面等にて
　 　 　  情報を取得する場合に明示いたします。
 
２．取得・保有する個人情報の種類
　　取得・保有する個人情報は、氏名、住所、生年月日、性別、職業、健康状態、個人番号等、前項の利用目的を達成するため
　　に必要な個人情報です。
 
３．個人情報取得の方法
　　個人情報を取得するにあたっては、個人情報保護法、番号法、保険業法、保険契約約款、その他関係法令等に照らし適正な
　　方法によるものとします。
 
４．個人情報の提供
　 （１）当社では、次の場合を除いて個人情報を外部に提供することはありません。
　　 　　①ご本人が同意されている場合
　　 　　②法令に基づく場合
　　 　　③個人情報保護法に基づき共同利用する場合
　　 　　④業務の一部について、利用目的の達成に必要な範囲内で委託を行う場合
　　 　　⑤その他個人情報保護法に基づき提供が認められている場合
　 （２）前号にかかわらず、当社では、番号法で認められている場合を除いて特定個人情報を外部に提供することはありません。

５．個人情報の保護管理
　　個人情報は、正確かつ最新の内容を保つよう努め、個人情報を保護するため組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理
的安全管理措置および技術的安全管理措置を講じ、適宜見直します。また、当社では「経営会議」にて、情報の適正な管理
の推進をはかり、個人情報の保護に向けた取組を行っています。

６．保有個人データの開示、訂正、利用停止、消去等のご請求 
　　保有個人データについて、個人情報保護法に基づく開示、訂正、利用停止、消去等のご請求があった場合、請求者がご本人
であることを確認させていただいたうえで、業務の適正な実施に著しい支障をきたす等特別な理由のない限り速やかに対応
いたします。

７．個人情報保護方針の見直し
　　本方針は、適切な個人情報保護を実施するため、環境の変化等を踏まえ、継続的に見直します。

お問い合わせ先
個人情報の取扱いに関するお問い合わせおよびお申出については、適切に対応させていただきますので、下記窓口までお
問い合わせ下さい。

ネオファースト生命保険株式会社 コンタクトセンター
住所 東京都品川区大崎2-11-1 大崎ウィズタワー
電話 0120-066-201（個人情報専用）
受付時間 9：00～17：00（日曜日・祝日・年末年始を除く）

個 人 情 報 保 護 方 針
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当社では、健全かつ適切な業務運営を確保するために、内部監査により内部統制などの適切性、有効性を検証することとし
ています。有効な内部監査を実施するために内部監査部門の独立性の確保など必要な態勢の整備および運営を行うこととし
ています。

内部監査に関する方針・規程など
本基制統部内「。すまいてめ定ていつに針方や方え考な的本基るす関に査監部内でかなの」針方本基制統部内「、はで社当

方針」のもと、内部監査に関する基本的事項を明らかにすることにより、全役員・従業員が内部監査の重要性を認識し、内部監
査に関わるすべての活動を円滑かつ効果的に推進するために「内部監査規程」を制定しています。また、内部監査の実施要領と
して「内部監査業務規程」を制定しています。

内部監査体制
当社では、監査対象組織に対し牽制機能が働く独立した組織として設置した内部監査部が、当社の経営諸活動全般にわたる
法令等遵守、リスク管理を含む内部管理の状況、業務運営の状況などの適切性・有効性を検証し、問題点の発見・指摘に加え、
内部管理などについての評価および改善に関する提言などを行うとともに、内部監査結果を取締役会・経営会議などへ報告し
ています。

反社会的勢力への対応に関する方針・規程等

反社会的勢力への対応体制

基本認識

7. 内部監査体制

基本認識

8. 反社会的勢力への対応

　当社では、「社会からの信頼と敬愛の確保」を経営基本方針に掲げており、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な
経済・社会の発展と企業活動を妨げる反社会的勢力からの不当要求に対しては、組織全体で対応することとしています。ま
た、保険契約をはじめとしたすべての取引等についても組織として一切の関係遮断・被害防止に努めています。

　当社では「内部統制基本方針」において、反社会的勢力との関係遮断・被害防止に関する基本的な考え方や取組方針につ
いて規定するとともに、この基本方針に基づく「反社会的勢力対策規程」を制定しています。また、役員・従業員の行動原則
を定めた「行動規範」において、その徹底を図っています。さらに、「反社会的勢力対策基準書」を制定し、役員・従業員が遵
守すべきルールや関係遮断・被害防止に向けた具体的な取組みの詳細について明確化しています。

　コンプライアンス・リスク管理部を統括所管として、日常の業務運営において、関係遮断・被害防止態勢の整備・強化を推
進しています。
　各所管では反社会的勢力対応責任者及び反社会的勢力対応推進者を定め、自所管において、反社会的勢力から不当要求
等、何らかの接触がある場合には、責任者・推進者を中心に、コンプライアンス・リスク管理部と連携の上、組織として適切
な対応を行う態勢としています。
　反社会的勢力との取引が判明した場合には、適時・適切に取締役等へ報告の上、速やかに関係遮断を図る態勢を構築す
るとともに、反社会的勢力との関係遮断の対応状況等について定期的に取締役会等に報告する等、経営層が適切に関与す
る態勢としています。
　また、平素より、反社会的勢力との関係遮断・被害防止のため、所轄警察署、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外
部専門機関との緊密な連携体制の構築にも努めています。



 
 
 
該当ありません。 

 
 
 
 
 
該当ありません。 

Ⅸ.保険会社及びその子会社等の状況

Ⅷ.特別勘定に関する指標等

◆指定生命保険業務紛争解決機関について
　・当社は、保険業法第105条の２に基づき、指定生命保険業務
紛争解決機関である一般社団法人生命保険協会と金融ADR
に関する手続実施基本契約を締結しております。
　・指定生命保険業務紛争解決機関である一般社団法人生命保
険協会の「生命保険相談所」では、生命保険業務に関する苦情
処理手続及び紛争解決手続等の業務を行っています。

詳細は同協会ホームページをご覧ください。
https://www.seiho.or.jp/contact/index.html

【生命保険相談所】
〒100-0005 東京都千代田区丸の内3－4－1 新国際ビル３階
電話番号： 03－3286－2648
受付時間： 9：00 ～ 17：00（土・日曜、祝日、年末年始を除く）

（注）金融ADRとは、身の回りで起こる金融分野に関するトラブル
を、裁判ではなく、中立・公正な第三者に関わってもらいなが
ら柔軟な解決を図る手続き（裁判外紛争解決手続）です。
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